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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) 1. 第33期以外の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3. 従業員数は就業人員数を表示しております。 

4. 第31期連結会計年度から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

売上高 (百万円) 80,099 84,743 88,748 92,253 96,749

経常利益 (百万円) 5,194 5,808 6,368 8,461 8,779

当期純利益 (百万円) 2,475 2,889 3,283 4,241 3,392

純資産額 (百万円) 59,766 61,684 63,762 66,521 67,811

総資産額 (百万円) 87,536 89,524 94,359 97,875 95,754

１株当たり純資産額 (円) 1,901.94 1,963.00 2,038.45 2,147.49 2,208.88

１株当たり当期純利益金額 (円) 78.79 91.96 104.33 135.85 109.69

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― 109.68

自己資本比率 (％) 68.3 68.9 67.6 68.0 70.8

自己資本利益率 (％) 4.2 4.8 5.2 6.5 5.1

株価収益率 (倍) 16.4 19.0 17.7 22.0 26.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,771 4,623 5,946 7,153 △109

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,998 △1,684 △1,628 △3,798 △1,724

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △964 △948 △1,269 △1,624 △2,090

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 24,120 26,134 29,167 30,859 26,904

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

  (人) 
678

(2,144)
682

(2,454)
656

(2,657)
630 

(2,742)
620

(3,136)
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(2) 提出会社の経営指標等 

(注) 1. 第33期以外の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3. 従業員数は就業人員数を表示しております。 

4. 第30期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益

金額の各数値は、発行済株式数から自己株式数を控除して計算しております。 

5. 第31期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

6. 第32期及び第33期の１株当たり配当額には、特別配当５円が含まれております。 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

売上高 (百万円) 79,586 84,199 88,218 91,718 96,215

経常利益 (百万円) 5,120 5,721 6,280 8,373 8,703

当期純利益 (百万円) 2,432 2,838 3,230 4,190 3,346

資本金 (百万円) 15,935 15,935 15,935 15,935 15,935

発行済株式総数 (株) 31,940,682 31,940,682 31,940,682 31,940,682 31,940,682

純資産額 (百万円) 61,216 62,175 64,200 66,908 68,152

総資産額 (百万円) 88,626 89,697 94,531 98,040 95,879

１株当たり純資産額 (円) 1,916.56 1,978.63 2,052.45 2,159.99 2,219.99

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
29.30
(14.65)

29.30
(14.65)

29.30
(14.65)

35.00 
(14.65)

35.00
(15.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 76.15 90.33 102.64 134.22 108.19

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― 108.18

自己資本比率 (％) 69.1 69.3 67.9 68.2 71.1

自己資本利益率 (％) 4.0 4.6 5.1 6.4 5.0

株価収益率 (倍) 16.9 19.4 18.0 22.3 27.0

配当性向 (％) 38.5 32.4 28.4 26.1 32.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
658

(2,130)
663

(2,435)
639

(2,639)
615 

(2,719)
586

(3,095)
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２ 【沿革】 

年月 事項

昭和48年７月 株式会社サンキョウ(福島県いわき市所在、昭和61年８月25日当社へ合併、以下「いわき」と称

す)の経営する６店舗の全ての営業権、権利義務一切、主たる資産及び負債を譲り受け株式会社

サンスーツとして当社設立。 

昭和49年12月 福島県郡山市中町に“サンキョウ郡山店”を設置すると同時に営業本部を同地に移転。 

昭和54年８月 本店を福島県郡山市中町11番１号へ移転すると同時に、商号を株式会社サンキョウに変更。 

昭和54年11月 福島市の旧長崎屋ビル(地下１階、地上７階、床面積5,098㎡)にファッション&スポーツをテーマ

とした当社初の大型店を開店。 

昭和55年３月 株式会社岩手サンキョウ、第一繊維株式会社(福島県郡山市所在)、第一繊維株式会社(新潟県新

潟市所在)を吸収合併。 

昭和58年11月 郊外型スポーツ店の“トップスポーツ並木店”を郡山市に設置。 

昭和59年10月 郊外型メンズ店の“サンキョウ安積店”を郡山市に設置。 

昭和60年11月 郊外型カジュアル単独店の“メンズキャパ桑野店”を郡山市に設置。 

昭和60年11月 株式会社ファイブスタジオ(現社名 有限会社サンビック)より、同社の経営する３店舗の営業

権、主たる資産及び負債を譲り受け、婦人服の販売及び飲食業を開始。 

昭和61年８月 経営効率化のため、株式会社サンキョウ(いわき)を合併。 

昭和61年10月 本店を福島県郡山市駅前二丁目２番２号へ移転。 

昭和62年11月 ゼビオ株式会社へ商号変更。同時に店名を従来のサンキョウ(メンズ店)はゼビオ(複合大型店)と

ゼビオメンズ、トップスポーツはゼビオスポーツ、エブリディはゼビーへ、それぞれ変更。定款

の事業目的及び公告の方法を変更。 

昭和63年４月 社団法人日本証券業協会東京地区協会に店頭登録。 

昭和63年６月 従来のPOSシステムを全面的にレベルアップし、新POSシステムとして稼働開始。 

昭和63年７月 福島県郡山市朝日三丁目７番35号に新本社屋を竣工し、同所に本店を移転。 

昭和63年12月 北陸３県(富山県、石川県、福井県)に進出。 

平成２年５月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成２年７月 当社初の郊外型ゴルフ専門店“ゼビオスポーツ勝田店(現ひたちなか店)”を茨城県勝田市(現ひ

たちなか市)に設置。 

平成３年３月 札幌市に店舗設置。店舗網を14道県に拡大。 

平成３年４月 株式会社磐梯リゾートホテル(現・清稜山株式会社、連結子会社)の株式を100％取得。 

平成３年10月 長野県上田市に“ゼビオスポーツ上田店”を設置。店舗設置を15道県に拡大。 

平成４年10月 本宮流通センター(延床面積6,400坪)竣工。本格的稼働開始。 

平成４年12月 仙台市に郊外型大型複合店“スーパースポーツゼビオ仙台泉中央店(１フロアー1,000坪)”を設

置。併せて大型店６店舗を新規開設。 

平成５年７月 茨城県土浦市にスポーツ・カテゴリーショップ“スーパースポーツゼビオつくば学園東大通り

店”を開設。 

平成５年12月 新設店７店舗と複合型大型店“仙台泉中央店”など大型店10店舗を業態変更し、「スーパースポ

ーツゼビオ」を17店舗に拡大。 

平成７年３月 中国地方(鳥取県、山口県)、東海地方(静岡県)に初進出。また、「スーパースポーツゼビオ」の

拡充を図り、同業態を24店舗と拡充。 

平成７年４月 本宮流通センターを増床し、総延床面積を約13,500坪に拡大。九州地方(福岡県)、近畿地方(京

都府)に初進出。 

平成７年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替。 

平成８年６月 英国の製造小売チェーン「ネクスト社」と業務提携契約を締結。 

平成９年９月 東京証券取引所から５年連続増配で積極利益配分企業として表彰。 

平成10年１月 東京証券取引所から情報開示(ディスクロージャー)に積極的に取り組んでいる企業として表彰。 

平成11年11月 国内最大級の売場面積(約2,400坪)で自然をテーマにした“スーパースポーツゼビオドーム札幌

月寒店”を開設。 

平成14年３月 ゼビー業態を廃止。 

平成14年11月 

平成16年７月 

本宮流通センター内にゼビオ東日本ロジスティクスセンターを設置し、一括物流システム稼動開

始。 

ゼビオビジネスサービス株式会社(連結子会社)を設立。 
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３ 【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び子会社３社で構成されております。当社はスポーツ用品・用具及び衣料を中心と

した一般小売事業を営んでおり、また、子会社清稜山株式会社は研修宿泊施設の運営等のサービス事業を、子

会社ゼビオビジネスサービス株式会社は給与計算及び設備管理業務の受託等を、子会社株式会社カイザーは品

質管理業務の受託等を主たる業務としております。 

 なお、子会社ゼビオビジネスサービス株式会社は、当社の定型業務を委託し効率化を進めるために、平成16

年７月１日に設立したものです。 

各事業の内容は次のとおりであります。 

(1) 一般小売事業 

①スポーツ事業部門 

スキー・スノーボード、ゴルフ、テニス等の一般スポーツ、アウトドア、トレーニングなどのあら

ゆるスポーツ用品・用具を取り扱うスポーツ大型専門店事業を展開。 

また、アウター、ジーンズ、セーター、パンツ、カット(トレーナー、ポロシャツ等)、スカート、

ブラウスなどのメンズ、レディスカジュアル衣料も展開。 

店名「スーパースポーツゼビオ」、「ゼビオスポーツ」、「Ｇ・Ｏ・１(ゴルフ専門店)」 

②メンズ事業部門 

スーツ、礼服、ワイシャツ、ネクタイ、ビジネス雑貨、メンズカジュアル衣料など紳士衣料を取り

扱うメンズ専門店事業を展開。 

店名「ゼビオメンズ」 

③ネクスト事業部門 

イギリスの製造小売チェーンネクスト社(NEXT PLC)と提携し、同社の企画した商品を日本国内にお

いて独占販売する事業を展開。取扱商品はメンズ、ウィメンズ、チルドレンズの衣料等。 

店名「ＮＥＸＴ(ネクスト)」 

④メディア事業部門 

中古本、テレビゲーム及びソフト、ビデオ、ＣＤの販売、レンタル、複合カフェ等を行う事業を展

開。 

店名「ブックトマト」、「ブックバーゲン」、「ブックバーゲントマト」、「キャパ」、「メガト

ン」、「ＲＡＫＵＲＡＫＵ24(ラクラク24)」 

(2) サービス事業 

①連結子会社清稜山株式会社 

研修、福利厚生施設として宿泊施設の運営等。 

名称「清稜山倶楽部」 

②連結子会社ゼビオビジネスサービス株式会社 

給与計算及び設備管理業務の受託等。 

③非連結子会社株式会社カイザー 

品質管理業務の受託等。 
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主要な取扱商品群と店舗形態(会社名)の関連を示しますと、次のとおりであります。 

 各社の位置付け及び事業系統図は次のとおりです。 

 

店舗形態(会社名) 取扱商品等

スーパースポーツゼビオドーム
スーパースポーツゼビオ 

ゴルフ、野球、テニス等の一般競技スポーツ用品。スキー、スノーボード等の
ウィンタースポーツ用品。トレーニング、シューズ、アウトドア用品(登山用
品、キャンプ用品、マウンテンバイク等)。スポーツウェア、カジュアルウェ
アなどあらゆるスポーツ用品・用具を扱う大型スポーツ専門店。 

Ｇ・Ｏ・１(ジーオーワン) ゴルフ用品・用具、スポーツウェア、カジュアルウェアを扱うゴルフ専門店。

ＮＥＸＴ(ネクスト) 
イギリスＮＥＸＴ(ネクスト)社と提携し、同社の企画したメンズ、ウィメン
ズ、チルドレンズの衣料等を日本国内で展開する専門店。 

ゼビオメンズ 
スーツ、ワイシャツ、ネクタイ等のビジネス衣料、カジュアル衣料等を扱う専
門店。 

メディア 中古本、テレビゲーム及びソフト等を扱う専門店。

清稜山倶楽部 研修宿泊施設の運営等。

ゼビオビジネスサービス株式会
社 

給与計算及び設備管理業務の受託等。
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４ 【関係会社の状況】 

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年３月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。)であり、平均臨時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人員の年間平均を

( )内に外数で記載しております。 

(2) 提出会社の状況 

(平成17年３月31日現在) 

(注) 1. 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、平均臨時

雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人員を( )内に外数で記載しております。 

2. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3) 労働組合の状況 

当社には、労働組合ゼビオユニオンが組織されており、労使関係は安定して推移しております。 

名称 住所
資本金

(百万円) 
主要な事業
の内容 

議決権の所有(被所有)割合

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社) 

清稜山㈱ 福島県郡山市 10
研修宿泊施
設の運営等 100.0 ―

１ 研修福利厚生施設と
して利用している。
なお、当社所有の建
物 等 を 賃 借 し て い
る。 

２ 当社より資金援助を
受けている。 

３ 役員の兼任……２名 

ゼビオビジネスサービ
ス㈱ 福島県郡山市 30

給与計算及
び設備管理
業務等 

100.0 ―

１ 業務委託契約に基づ
き、当社の給与計算
及び設備管理業務を
行っており、当社所
有の建物等を賃借し
ている。 

２ 役員の兼任……２名 

事業部門の名称 従業員数(人) 

一般小売事業 １ スポーツ事業部門 
469 

(2,690) 

       ２ メンズ事業部門 
19 
(87) 

       ３ ネクスト事業部門 
15 
(99) 

       ４ メディア事業部門 
16 

(130) 

サービス事業 
34 
(41) 

その他共通 
67 
(89) 

合計 
620 

(3,136) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(百万円)

586(3,095) 34.1 10.8 4.8
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

                                （単位 百万円） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の改善による民間設備投資の増加などから好調

な兆しがみられるものの、個人消費の回復は弱く、依然、景気は停滞感が残る状況が続いておりま

す。 

 小売業界におきましても、競争環境の激化に加え、猛暑であった反面、台風、地震が多く発生

し、また、12月までの暖冬などの影響もあり、消費環境は厳しい状況で推移いたしました。 

 このような状況の中で、当社は、スポーツ事業を積極拡大していく方針のもとに、「スポーツの

殿堂」をテーマにしたスポーツへの夢や憧れといった楽しめる売場作りを推進し、積極的な出店を

行ってまいりました。常に変化する消費環境に対応するため、社内の組織改革や業務プロセスの見

直しを実行し、スピード感を持った活力あるフラットな組織への転換を図ってまいりました。 

スポーツ事業部門におきましては、競技者志向に対応した一般競技用品の強化を図り、スポーツ

時に必要な機能性を訴求した使用価値のある商品をお客様に提案してまいりました。スポーツウェ

アやシューズをはじめ野球用品などにおいて品質を重視した開発商品や取引先との協働企画商品を

充実させてまいりました。また、新規カテゴリーの創出としてミネラルウォーターコーナーの導入

やサプリメントなど健康関連の品揃えの拡大も図りました。新たにスポーツカジュアルショップ

「Ｘ’tyle （エックスタイル）」をスーパースポーツゼビオTOKYO-BAYららぽーとイースト店内で

展開するなどお客様の多様なニーズに対応した店づくりを推進してまいりました。 

 ネクスト事業部門におきましては、英国ＳＰＡブランド「ネクスト」の浸透を図るため、ネクス

トモザイク銀座阪急店をはじめ出店の強化を行い、メンバーズ会員の拡大による新規顧客の増加と

ロイヤルカスタマーの拡大を進めてまいりました。また、ネクスト社とのマーチャンダイジングシ

ステムの連動による売れ筋商品の早期補充を行い、変化するライフスタイルへの提案を図ってまい

りました。 

 メンズ事業部門におきましては、パターンオーダーやビッグサイズへの対応など品揃えの強化を

図りましたが、売上高の増加には至りませんでした。 

店舗の状況につきましては、熊本ゆめタウン光の森店やららぽーと甲子園店などスーパースポーツ

９店舗と、佐野プレミアムアウトレット店などネクスト３店舗の合計12店舗を出店いたしました。

また、退店は８店舗となり、業態別内訳はスポーツ１店舗、メンズ１店舗、スポーツカジュアルシ

ョップ（旧ゼビー店）６店舗となっております。また、スポーツカジュアルショップ（旧ゼビー

店）４店舗を「ゼビオスポーツ」及び「Ｇ・Ｏ・１（ジーオーワン）」に業態変更いたしました。

これにより、当期末の店舗数は前期末に比べて４店舗増加して144店舗となり、期末売場面積は前期

末に比べて7,555坪増加して80,043坪となりました。 

サービス事業部門の連結子会社清稜山株式会社は、研修福利厚生施設を運営しており、業績は安

定的に推移いたしました。 

 平成16年７月に設立したゼビオビジネスサービス株式会社は、当社からの給与計算業務等の業務

委託を受け、グループの業務効率の向上に貢献いたしました。 

連結 売上高 経常利益 当期純利益 

平成17年３月期実績 96,749 8,779 3,392 

平成16年３月期実績 92,253 8,461 4,241 

前期比 104.9％ 103.8％ 80.0％ 

個別 売上高 経常利益 当期純利益 

平成17年３月期実績 96,215 8,703 3,346 

平成16年３月期実績 91,718 8,373 4,190 

前期比 104.9％ 103.9％ 79.9％ 

2005-6-29
ゼビオ株式会社(431142)
有価証券報告書



  これらの結果、当連結会計年度の業績につきましては、連結売上高は96,749百万円（前期比

4.9％増）、連結営業利益は8,334百万円（前期比4.5％減）、連結経常利益は8,779百万円（前期比

3.8％増）となり、固定資産の減損会計の早期適用による減損損失3,108百万円を計上したことから

連結当期純利益は3,392百万円（前期比20.0％減）となりました。 

（商品部門別の概要） 

  ①スポーツ用品・用具部門 

  スポーツ用品・用具部門では、あらゆる顧客層からのご要望に応え、お客様満足度を向上させる

ため、地域対応型の商品構成の確立、取引先とのコラボレーションの拡大、新規カテゴリー、新規

商品の創出など、 商品構成の再構築を図りました。また各競技における上級競技者層に向けた商

品や、地域・時期特性へ対応した商品を提案するなど一人一人のお客様へ商品の付加価値を最大限

に高める施策が奏効し、スポーツ用品・用具部門全体の売上高は前期比107.0％の83,872百万円と

なりました。 

ウィンター用品・用具部門では、シーズン立ち上がり時期の雪不足によるスキー場の開業遅れ

や、新規参入者の減少、買い替え需要の停滞などマーケット全体の縮小傾向が続いており、厳しい

市場環境となりました。地域特性への対応など機動的かつ細やかな商品提案を行ったことで、ウェ

ア、小物類が堅調に推移し、売上点数は前期比106.4％となりましたが、買い替え需要が停滞したこ

となどから販売単価が下落し、ウィンター用品・用具部門合計の売上高は前期比98.2％となりまし

た。 

ゴルフ用品・用具部門では、レディス用品を拡大した他、シニア層、 上級者層へ向けた品揃えと

商品訴求を強化いたしました。さらにマーケット分析を行い、使用する場面を想定した商品提案を

行ってまいりましたが、売上高では前期比98.3％となりました。 

トレーニングウェア部門、競技スポーツ用品・用具及びアウトドア・マリンスポーツ用品・用具

部門では、テニス、野球、サッカーなどの競技系商品におけるジュニア層の顧客化により、競技レ

ベル向上に伴う買い替え需要が安定したことや、シニア層向けのウェアやレディス層のライフスタ

イル系商品の提案が支持された結果、売上高は前期比111.6％となりました。特にスポーツナビゲー

ターを導入した販売体制の強化や、一人一人のお客様に合わせた商品の提案などが受け入れられ広

い客層での顧客化にも繋がっております。 

  ②メンズ・ビジネス衣料部門及びカジュアル衣料部門 

  メンズ・ビジネス衣料部門では、一人一人のお客様の要望に応えられるよう、体型に合わせたパ

ターンオーダーシステムやビッグサイズへの対応などマーケットに合わせた品揃えを強化いたしま

した。カジュアル衣料部門のネクストウェアでは、レディス層、キッズ・ベビー層の商品構成の新

しい提案を行い、幅広い客層に支持されました。メンズ・ビジネス衣料部門及びカジュアル衣料部

門の売上高合計は、旧ゼビー店舗のスポーツ店への統廃合も影響して、前期比89.5％の8,268百万

円となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

                                 （単位 百万円） 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、26,904百万円となり、3,954百万円
減少いたしました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ7,262百万円減少し、109百万円
の支出となりました。これは、前連結会計年度に比べ売場面積の増加(7,555坪増加)によりたな卸
資産の増加額が2,979百万円増加したことや、仕入債務が2,773百万円減少したこと及び法人税の
支払額が1,230百万円増加したことなどによるものであります。なお、仕入債務の減少は、支払信
託（受益権）2,661百万円を資金運用として買い取りをしたことにより減少いたしました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ2,073百万円増加し、1,724百万
円の支出となりました。前連結会計年度に比べ３ヵ月を超える定期預金の払い戻しによる2,000百
万円の増加や有価証券の売買等による収入1,499百万円の増加が主な要因であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ466百万円減少し、2,090百万円
の支出となりました。自己株式を1,490百万円取得したほか、配当金の支払1,092百万円が主な要
因であります。 

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,153 △ 109 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,798 △ 1,724 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,624 △ 2,090 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 39 △ 30 

現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 1,691 △ 3,954 

現金及び現金同等物の期首残高 29,167 30,859 

現金及び現金同等物の期末残高 30,859 26,904 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産、受注実績 

該当事項はありません。 

(2) 商品部門別仕入実績 

(注) 1. 「その他計」は、書籍及び食材等の仕入を含んでおります。 

2. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

部門 

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

スポーツ用品・用具 

 ウィンター用品・用具 9,532 16.1 9,271 14.4

 ゴルフ用品・用具 7,974 13.4 8,675 13.5

 トレーニングウェア 10,062 17.0 11,650 18.1

 競技スポーツ用品・用具 18,683 31.5 22,193 34.4

 アウトドア・マリン 
 スポーツ用品・用具 

4,538 7.7 5,257 8.1

スポーツ用品・用具計 50,791 85.7 57,048 88.5

メンズ・ビジネス衣料 

 メンズ・ビジネス重衣料 670 1.1 622 1.0

 メンズ・ビジネス中軽衣料 614 1.1 514 0.8

メンズ・ビジネス衣料計 1,284 2.2 1,137 1.8

メンズ・カジュアル衣料計 1,619 2.7 1,300 2.0

レディス・カジュアル衣料計 2,322 3.9 2,048 3.2

その他計 3,237 5.5 2,926 4.5

合計 59,254 100.0 64,461 100.0
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(3) 商品部門別販売実績 

(注) 1. 「その他計」は、書籍及び食材等の販売、宿泊事業等を含んでおります。 

2. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

(4) 事業部門別販売実績 

(注) 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

部門 

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

スポーツ用品・用具 

 ウィンター用品・用具 14,908 16.2 14,642 15.1 

 ゴルフ用品・用具 12,085 13.1 11,877 12.3 

 トレーニングウェア 16,160 17.5 17,924 18.5 

 競技スポーツ用品・用具 28,072 30.4 32,012 33.1 

 アウトドア・マリン 
 スポーツ用品・用具 

7,170 7.8 7,416 7.7 

スポーツ用品・用具計 78,396 85.0 83,872 86.7 

メンズ・ビジネス衣料 

 メンズ・ビジネス重衣料 1,481 1.6 1,226 1.3 

 メンズ・ビジネス中軽衣料 1,142 1.2 926 0.9 

メンズ・ビジネス衣料計 2,623 2.8 2,152 2.2 

メンズ・カジュアル衣料計 2,659 2.9 2,164 2.2 

レディス・カジュアル衣料計 3,959 4.3 3,951 4.1 

その他計 4,615 5.0 4,608 4.8 

合計 92,253 100.0 96,749 100.0 

事業部門の名称 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

１ 一般小売事業 

スポーツ事業部門 89,860 92.9 105.0

メンズ事業部門 2,092 2.2 84.5

ネクスト事業部門 2,792 2.9 127.0

メディア事業部門 1,470 1.5 101.1

２ サービス事業 

研修宿泊事業部門 533 0.5 99.7

合計 96,749 100.0 104.9

2005-6-29
ゼビオ株式会社(431142)
有価証券報告書



(5) 都道府県別売上高 

(注) 1. 福島県の売上高、期末事業所数には、本社、連結子会社清稜山株式会社及びゼビオビジネスサービス株式会社

に係るものが含まれております。 

2. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

都道府県 売上金額(百万円) 構成比(％) 期末事業所数
期中事業所異動状況

開設 廃止

北海道 15,524 16.1 17 1 ― 

青森県 2,331 2.4 2 ― ― 

岩手県 2,634 2.7 9 ― 1 

宮城県 5,211 5.4 8 ― 1 

秋田県 2,441 2.5 5 1 1 

山形県 2,540 2.6 7 ― ― 

福島県 10,561 10.9 20 1 3 

茨城県 2,501 2.6 5 ― ― 

栃木県 4,960 5.1 6 1 ― 

埼玉県 847 0.9 1 ― ― 

千葉県 5,690 5.9 8 4 ― 

東京都 2,798 2.9 7 1 ― 

神奈川県 1,101 1.1 4 ― ― 

新潟県 4,586 4.8 8 ― 1 

富山県 1,973 2.0 4 ― ― 

石川県 1,594 1.7 2 ― ― 

福井県 923 1.0 1 ― ― 

長野県 4,338 4.5 6 ― 1 

静岡県 2,124 2.2 1 ― ― 

愛知県 5,356 5.5 5 ― ― 

京都府 899 0.9 2 ― ― 

大阪府 2,696 2.8 3 ― ― 

兵庫県 1,191 1.2 3 2 ― 

奈良県 390 0.4 1 1 ― 

広島県 1,849 1.9 3 ― ― 

香川県 1,173 1.2 1 ― ― 

福岡県 4,041 4.2 5 ― ― 

熊本県 2,688 2.8 2 1 ― 

宮崎県 1,776 1.8 1 ― ― 

合計 96,749 100.0 147 13 8 
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３ 【対処すべき課題】 

重要な後発事象にも記載いたしましたように、子会社となった株式会社ヴィクトリアとグループ
経営戦略を明確にし、スポーツ事業への効率の伴った投資を拡大してまいります。「スーパースポ
ーツゼビオ」、「ヴィクトリア」、「ヴィクトリアゴルフ」、「エル・ブレス」などの業態戦略を
ショップコンセプト別に活かした出店を行い、グループの企業価値を高めてまいります。 

また、当社グループの顧客カード会員の拡大とサービスの充実を図り、お客様に再来店していた
だける魅力あるカード戦略とＷｅｂサイトの充実を図ってまいります。さらに、「ネクスト」の事
業基盤の安定とブランドの市場認知を図ってまいります。 

これらの収益力の拡大を達成するために、新たな成長戦略に対応できる組織改革を行い、グルー
プの総合力を高めてまいります。 

高いストアロイヤリティーを実現するため、「お客様の声」と「従業員の声」を売場に反映させ
ることで、店舗環境や売場効率を改善し、競争優位性をもった業態を目指してまいります。 

また、内部監査機能の充実・強化を中心とするリスク管理や、法令・社会規範の遵守などのコン
プライアンスの強化を進め、特に商品の品質管理や個人情報保護を徹底してまいります。   

個人情報保護については、個人情報保護対策チームを設置し、経済産業省のガイドラインに沿っ
た形で、方針・規定の整備、従業員の教育、個人情報の漏洩防止策等の安全対策をとっており、今
後も対応の徹底を強化してまいります。 
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４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事

項は、有価証券報告書提出日（平成17年６月29日）現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1) 出店に関するリスク 

 当社が店舗を出店する場合、1,000平方メートルを超える店舗が中心であるため、大規模小売店舗

立地法（以下、「大店立地法」という）の手続きを経て出店をしていく必要があります。このた

め、これらの調整過程の中で、計画した出店ができない場合があり、事業計画が達成されないリス

クがあります。 

 大店立地法は、大規模小売店舗を新設するとき、または、開店後に施設の配置や運営方法を変更

するとき、それによっておこる交通や騒音等の影響を緩和し、周辺の生活環境との調和を図ること

を目的に、地域住民の皆様や地元の事業者、商工会議所等及び市町村の意見を聴きながら大規模小

売店舗の設置者（建物の所有者）に一定の配慮を求めていく手続きを定めた制度であります。 

大店立地法の運用主体は、都道府県と政令指定都市であり、大規模小売店舗の設置者に配慮を求

められる事項は「交通」、「騒音」、「廃棄物」など、生活環境に関する事項となっております。 

(2) 敷金・保証金の貸倒れリスク 

 当社の出店に際し、通常、店舗賃借先に対して相当額の敷金ならびに保証金を支出する場合がほ

とんどであります。契約に際しては、相手先の信用状態を十分判断したうえで出店の意思決定をい

たしますが、その後の経済環境の変化や契約先の信用状態の悪化により差し入れた敷金・保証金の

貸倒れリスクがあります。 

(3) 為替リスク 

 当社は、スポーツ用品・用具や衣料の一部を海外から直接輸入しており、その取引額の範囲内

で、輸入取引に係る将来の為替変動リスクを回避する目的としてドル建ての通貨オプション取引を

行っております。この通貨オプション取引は、為替相場等の変動による一般的な市場リスクを有し

ております。 

また、扱っているスポーツ用品や衣料商品は、直接、間接を含め、輸入商品が多く含まれるため一

般的に円高になれば、仕入価格は低減傾向になり、円安になれば仕入価格は上昇する傾向にあるた

め、売上総利益率の変動を受けるリスクがあります。 

(4) 個人情報リスク 

 当社グループでは、「ゼビオカード」等のポイントカード会員の個人情報を保有しております。

個人情報保護については、個人情報保護対策チームを設置し、経済産業省のガイドラインに沿った

形で、方針・規定の整備、従業員の教育、個人情報の漏洩防止策等の安全対策をとっております

が、万一、個人情報が流失した場合には、当社グループの信用が低下し経営成績に影響を受ける可

能性があります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、次のとおりNEXT PLC（ネクスト社 英国）との業務提携契約を更新いたしまし

た。 

 （提出会社） 

  業務提携契約 

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,120百万円減少し、95,754百万円とな
りました。この主な要因として、減損会計の適用により土地などの有形固定資産及び賃貸不動産等
に対して減損損失を3,108百万円計上したことならびに、現金及び預金が3,954百万円減少したこと
などによるものであります。また、たな卸資産は、出店による売場面積の増加(7,555坪増加)から
前連結会計年度末と比べて3,053百万円増加しております。 

 負債のうち流動負債は、前連結会計年度末と比べて、支払手形、支払信託及び買掛金の決済によ
る2,801百万円の減少や未払法人税等が576百万円減少したことなどにより3,610百万円減少いたし
ました。固定負債は、退職給付費用の増加による退職給付引当金が359百万円増加する一方で、事
業整理損失引当金177百万円を全額取崩したことなどにより199百万円増加いたしましたが負債合計
では3,410百万円減少いたしました。 

 資本は、当期純利益の計上により利益剰余金が2,291百万円増加し、一方で自己株式の取得によ
る減少1,081百万円はありましたが1,289百万円の増加となりました。 

 当連結会計年度の売上高は、台風、地震等の影響と暖冬により降雪が遅れウィンター用品・用具
等の販売が振るわなかったものの競技スポーツ用品・用具は好調に推移したことなどにより前連結
会計年度に比べ4.9％増加し96,749百万円となりました。販売費及び一般管理費は、主に新店の増
加により10.9％増加し26,980百万円となり、営業利益は4.5％減少し8,334百万円となりました。経
常利益では、為替差益139百万円（前期は為替差損392百万円）の計上などにより3.8％増加し8,779
百万円となりました。また、当連結会計年度から財務体質の一層の強化と財務諸表の透明性を高め
るため固定資産の減損会計を早期適用し、特別損失に3,108百万円の減損損失を計上いたしまし
た。これにより当期純利益は前連結会計年度に比べ20.0％減少し3,392百万円となりました。 

契約先 NEXT PLC(ネクスト社 英国) 

契約日 平成16年８月１日 

契約の内容 製造小売チェーンネクスト社が企画・製造する商品(メンズ、ウィメンズ、チルド

レンズの衣料等)を、日本国内において販売する。 

契約の期間 ７年 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは、他社との差別化及びより一層の経営の効率化を推進し、業容の拡大を図るため、店舗

の新設(12店舗)を中心に敷金、保証金を含め3,809百万円の設備投資を実施いたしました。主な投資内訳は、

次のとおりであります。 

また、当連結会計年度において店舗網の整理・統合による運営効率の向上を図るため８店舗を退店し、固

定資産除却損を66百万円計上しております。 

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 
(平成17年３月31日現在) 

(注) 1. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

2. 帳簿価額の内「その他」は敷金、保証金であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

3. 賃貸店舗の「その他」は、賃貸不動産及びその敷金、保証金であり、その内容は、建物及び構築物928百万円、

車両運搬具及び器具備品９百万円、土地587百万円(6,113㎡)、敷金、保証金1,316百万円であります。 

4. 「土地」は、自己所有土地についてのみ記載しております。 

5. 従業員数の［ ］は、臨時雇用者数を外書きしております。 

6. 「売場面積」は、賃借部分も含めて表示しております。 

7. 主要なリース設備は、次のとおりであります。 

一般小売事業 スポーツ事業部門 3,472百万円

メンズ事業部門 1百万円

ネクスト事業部門 220百万円

メディア事業部門 33百万円

事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)
年間 

賃借料 
(百万円) 

従業
員数 
(人) 

摘要
(売場 
面積) 
(㎡) 

建物及び 
構築物 

車両運搬具
及び 

器具備品 

土地
(面積㎡) その他 合計

スーパースポーツ 
ゼビオ仙台泉中央店 
(宮城県仙台市泉区) 
他100店舗 

スポーツ 
事業部門 

店舗
設備 6,042 1,051

5,198
(41,416)

14,359 26,652 4,829 469 
［2,690］

241,091

ゼビオメンズ 
郡山朝日店 
(福島県郡山市) 
他９店舗 

メンズ 
事業部門 

店舗
設備 366 5

249
(2,464)

377 998 171 19 
［87］

8,655

ネクスト自由が丘店 
(東京都目黒区) 
他15店舗 

ネクスト 
事業部門 

店舗
設備 127 15

－ 
(－) 

426 570 486 15 
［99］

4,804

ブックトマト白河店 
(福島県白河市) 
他16店舗 

メディア 
事業部門 

店舗
設備 254 39

－ 
(－) 

197 490 152 16 
［130］

9,589

本宮流通センター 
(福島県安達郡 
本宮町) 

その他 
共通 

物流
倉庫 1,492 15

591
(23,160) － 2,098 － 

8 
［66］ － 

本社 
(福島県郡山市) 

その他 
共通 

統括
業務 
施設 

306 39
628

(3,213) － 974 － 
59 

［23］ － 

賃貸店舗 
(北海道旭川市他) 

その他 
共通 

店舗
設備 － － 

－ 
(－) 

2,842 2,842 758 － 
［－］

－ 

リース物件名 設置場所
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高
(百万円) 

POS及びサーバー等
コンピューター機器 

店舗、本社及び
本宮流通センター 

152 107

店舗什器 店舗 736 2,138
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(2) 国内子会社 

(平成17年３月31日現在) 

(注) 1. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

2. 従業員数の［ ］は、平均臨時雇用者数を外書きしております。 

3. 上記の他、提出会社から賃借している設備及び出向している雇用者数は、次のとおりであります。 

(注) 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

(3) 在外子会社 

該当事項はありません。 

会社名 
(所在地) 

事業所名 
事業の種類
の名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(人) 建物及び

構築物 

車両運搬具
及び 

器具備品 

土地
(面積㎡) 

合計 

清稜山㈱ 
(福島県郡山市) 

清稜山 
倶楽部 

サービス業 
研修施設
宿泊設備 

191 4
296

(3,114)
493 

21
［25］

ゼビオビジネスサ
ービス㈱ 
(福島県郡山市) 

同左 サービス業 事務所 2 1
―
(―)

4 
13

［16］

会社名 
(所在地) 

提出会社帳簿価額(百万円)

従業員数(人)
建物及び構築物 

車両運搬具
及び器具備品 

土地
(面積㎡) 

合計

清稜山㈱ 
(福島県郡山市) 

243 3
192

(2,694)
439 3

ゼビオビジネス
サービス㈱ 
(福島県郡山市) 

23 1
―
(―)

24 13
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資は、提出会社及び連結子会社(２社)が個別に策定しております。 

提出会社においては、国内の経済動向及び個人消費の推移等を勘案し、店舗開発部門で出店候補地を選

定、投資検討会で検討し、取締役会にて決定することとしております。当連結会計年度末現在における重要

な設備の新設、改修等に係る投資予定額(所要資金)3,038百万円(敷金、保証金含む)は、自己資金により賄

う予定であります。 

 連結子会社においては、重要な設備の新設、増設計画は予定しておりません。 

(1) 重要な新設 

(注) 投資予定金額は、敷金、保証金を含んでおります。なお記載金額に消費税等は含まれておりません。 

(2) 重要な増設 

該当事項はありません。 

(3) 重要な除却等 

該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
の名称 

設備の

内容 

投資予定金額
資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 完成後の

増加能力 
(売場面積)

(㎡) 
総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了 

提出会社 

スーパースポーツゼ
ビオ 
アリオ蘇我店 
（千葉県千葉市） 

スポーツ 
事業部門 店舗設備 185 0 自己資金 平成17年３月 平成17年４月 2,356

スーパースポーツゼ
ビオ 
大分店 
（大分県大分市） 

スポーツ 
事業部門 店舗設備 682 355 自己資金 平成16年11月 平成17年４月 4,290

ネクスト 
自由が丘店 
（東京都目黒区） 

ネクスト 
事業部門 店舗設備 190 153 自己資金 平成16年８月 平成17年４月 871

スーパースポーツゼ
ビオ 
多摩境店 
（東京都町田市） 

スポーツ 
事業部門 店舗設備 440 126 自己資金 平成16年９月 平成17年５月 3,300

スーパースポーツゼ
ビオ 
ゆめタウン八代店 
（熊本県八代市） 

スポーツ 
事業部門 店舗設備 163 34 自己資金 平成17年５月 平成17年６月 2,079

スーパースポーツゼ
ビオ 
青森店 
（青森県青森市） 

スポーツ 
事業部門 店舗設備 353 － 自己資金 平成17年６月 平成17年12月 3,465
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

(注) 定款の定めは次のとおりであります。 

「当会社の発行する株式の総数は、90,000,000株とする。 

但し、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」 

② 【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 31,940,682 同左
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 31,940,682 同左 ― ― 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

① 平成15年６月27日定時株主総会決議 

(注) 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる
１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合、次の
算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

事業年度末現在
(平成17年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年５月31日) 

新株予約権の数(個) 1,700個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 

170,000株
なお、当社が株式分割又は株式
併合を行う場合、次の算式によ
り目的となる株式の数を調整す
るものとする。ただし、かかる
調整は、本件新株予約権のう
ち、当該時点で行使されていな
い新株予約権の目的となる株式
の数について行われ、調整の結
果生じる１株未満の株式につい
ては、これを切り捨てるものと
する。 
調整後株式数＝調整前株式数×
分割・併合の比率 

同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注) 3,070円 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月28日
至 平成18年３月31日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 3,070円
資本組入額 1,535円

同左

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において
も、当社及び子会社の取締
役、従業員の地位にあること
を要する。ただし、取締役又
は従業員の地位を失った場合
であっても、取締役の任期満
了等の正当な理由による退
任、又は従業員の定年、会社
都合等の正当な理由による退
職の場合にはこの限りではな
い。 

② 新株予約権者が死亡した場
合、相続人が新株予約権を承
継しこれを行使することがで
きる。 

③ その他の条件については、
当定時株主総会及び新株予約
権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する「新株予約権付
与契約」に定めるところによ
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、
取締役会の承認を要するものと
する。 

同左

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１

分割・併合の比率

既発行 
株式数 

＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

×
時   価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注) 新株引受権の行使による増加であります。 
(4) 【所有者別状況】 

平成17年３月31日現在 

(注) 1. 自己株式1,245,389株は「個人その他」の欄に12,453単元、「単元未満株式の状況」の欄に89株含まれておりま

す。 

 なお、期末日現在の実質的な所有株式数は1,245,389株であります。 

2. 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

(5) 【大株主の状況】 

平成17年３月31日現在 

(注) 1. 当事業年度末現在における上記信託銀行４行の信託業務に係る株式数については、当社として把握することが

できないため記載しておりません。  

2. 上記のほか当社所有の自己株式1,245千株(3.89％)があります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成８年４月１日～ 
平成９年３月31日 

13,441 31,940,682 12 15,935 12 15,907

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 51 22 141 87 ― 2,165 2,466 ―

所有株式数 
(単元) 

― 113,598 2,231 116,356 37,688 ― 49,259 319,132 27,482

所有株式数 
の割合(％) 

― 35.59 0.70 36.46 11.81 ― 15.44 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

有限会社サンビック 福島県郡山市虎丸町１―９ 5,501 17.22

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 3,363 10.53

財団法人諸橋近代美術館 福島県郡山市虎丸町６―16 3,000 9.39

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 2,849 8.92

有限会社ティー・ティー・シー 福島県郡山市虎丸町６―16 2,747 8.60

諸 橋 輝 子 福島県郡山市虎丸町１―９ 928 2.90

資産管理サービス信託銀行株式
会社(信託Ａ口) 

東京都中央区晴海１―８―12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

846 2.65

諸 橋 友 良 福島県郡山市虎丸町４―１ 781 2.44

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２―２―２ 662 2.07

諸 橋 寛 子 福島県郡山市虎丸町４―１ 600 1.88

計 ― 21,281 66.62
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3. 以下の法人から大量保有報告書の提出を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。    

    ① 株式会社みずほ銀行及びその共同保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、第一勧業アセ

ットマネジメント株式会社、富士投信投資顧問株式会社から、平成16年５月14日付で提出された大量保有報告

書により平成16年４月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。 

    ② 野村證券株式会社及びその共同保有者である野村アセットマネジメント株式会社、野村信託銀行株式会社か

ら、平成16年９月15日付で提出された大量保有報告書により平成16年８月31日現在でそれぞれ以下のとおり株

式を保有している旨の報告を受けております。 

③ シュローダー投信投資顧問株式会社及びその共同保有者であるシュローダー・インベストメント・マネージメ

ント・ノースアメリカ・リミテッド、シュローダー・インベストメント・マネージメント・リミテッドから、

平成17年４月14日付で提出された大量保有報告書により平成17年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を

保有している旨の報告を受けております。 

氏名又は名称 住所 所有株式数（千

株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

株式会社みずほ銀行 
東京都千代田区内幸町一丁目

１番５号 
212 0.66

みずほ証券株式会社 
東京都千代田区大手町１丁目

５番１号 
20 0.06

みずほ信託銀行株式会社 
東京都中央区八重洲１丁目２

番１号 
1,936 6.06

第一勧業アセットマネジメント

株式会社 

東京都千代田区有楽町１丁目

７番１号 
0 0.00

富士投信投資顧問株式会社 
東京都中央区日本橋小舟町８

番１号 
81 0.25

氏名又は名称 住所 所有株式数（千

株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

野村證券株式会社 
東京都中央区日本橋一丁目９

番１号 
10 0.03

野村アセットマネジメント株式

会社 

東京都中央区日本橋一丁目12

番１号 
2,073 6.49

野村信託銀行株式会社 
東京都千代田区大手町二丁目

２番２号 
42 0.13

氏名又は名称 住所 所有株式数（千

株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

シュローダー投信投資顧問株式

会社 

東京都千代田区丸の内１－11

－１ 
1,689 5.29

シュローダー・インベストメン

ト・マネージメント・ノースア

メリカ・リミテッド 

英国EC2V 7QA ロンドン、グ

レシャム・ストリート31 588 1.84

シュローダー・インベストメン

ト・マネージメント・リミテッ

ド 

英国EC2V 7QA ロンドン、グ

レシャム・ストリート31 218 0.68
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年３月31日現在 

(注) 1. 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれております。

2. 「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が89株含まれております。 

② 【自己株式等】 

平成17年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,245,300 ― ― 

完全議決権株式(その他)(注)1 普通株式 30,667,900 306,679 ― 

単元未満株式(注)2 普通株式 27,482 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 31,940,682 ― ― 

総株主の議決権 ― 306,679 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ゼビオ株式会社 

福島県郡山市朝日 
三丁目７番35号 

1,245,300 ― 1,245,300 3.89

計 ― 1,245,300 ― 1,245,300 3.89
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(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

(平成15年６月27日定時株主総会決議) 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び子会社の取締役、従業員に対して特に有利

な条件をもって新株予約権を発行することを、平成15年６月27日の定時株主総会において特別決議された

ものであります。 

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 5名
当社従業員 99名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 

172,000株
なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目
的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、
本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の
目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の
株式については、これを切り捨てるものとする。 
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上
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(平成17年６月29日定時株主総会決議) 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び子会社の取締役、執行役員、従業員に対し

て特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年６月29日の定時株主総会において特別

決議されたものであります。 

(注)１. 付与対象者の区分および人数の詳細は、当定時株主総会後の取締役会で決議いたします。 

(注)２. １株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）にお

ける東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.03を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）

とする。ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を

下回る場合は、当該終値とする。 

     なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

     また、時価を下回る価額で新株式の発行を行う場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使による新

株式の発行または自己株式の移転を行う場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げる。 

     上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」 に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株価」に読み替えるものとする。 

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社および子会社の取締役、執行役員、従業員(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 

200,000株を上限とする。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により

目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未

満の株式については、これを切り捨てるものとする。 
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社

および子会社の取締役、従業員の地位にあることを要する。ただ

し、取締役または従業員の地位を失った場合であっても、取締役

の任期満了等の正当な理由による退任、または従業員の定年、会

社都合等の正当な理由による退職の場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継しこ

れを行使することができる。 
③ その他の条件については、当定時株主総会後および新株予約権

発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結
する 「新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとす
る。 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

既発行 
株式数 

＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類】  普通株式  

 イ【定時総会決議による買受けの状況】 

   該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

平成17年６月29日現在 

平成17年６月29日現在 

 ニ【取得自己株式の処理状況】 

       該当事項はありません。 

 ホ【自己株式の保有状況】 

平成17年６月29日現在 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
（平成16年８月11日決議） 

350,000 1,300,000,000

前決議期間における取得自己株式 317,000 1,014,400,000

残存決議株式数及び価額の総額 33,000 285,600,000

未行使割合（％） 9.43 21.97

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
（平成16年12月２日決議） 

180,000 630,000,000

前決議期間における取得自己株式 150,000 471,000,000

残存決議株式数及び価額の総額 30,000 159,000,000

未行使割合（％） 16.67 25.24

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 467,000
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３ 【配当政策】 

 長期に亘る安定的な経営基盤の確保を目指し、業績に応じた適正な利益配分を継続的に実施するこ
とを基本方針としております。 

 内部留保につきましては、安定成長に向けた財務体質の強化と今後とも予想される競争の激化に対処
するため、①店舗の新設及び改装や増床への投資、②消費者の多様なニーズに的確に応えるための商品
開発への投資、③経営の効率化に向けた情報システムへの投資などに活用し、経営基盤の安定と拡大に
努めてまいります。 

当期は、固定資産の減損会計の早期適用などにより当期純利益は減益となりましたが、株主の皆様へ
の利益還元を重視すべく、年間配当を前期と同額とし、期末配当を１株当たり20円（うち特別配当５
円）とすることを決定いたしました。これにより、年間の利益配当金は、既に実施した中間配当金15円
と合わせて前期と同額の１株につき35円となります。 

(注) 第33期中間配当に関する取締役会決議日は、平成16年11月９日であります。 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

最高(円) 2,725 2,025 2,450 3,160 3,550

最低(円) 1,181 1,196 1,480 1,687 2,675

月別 
平成16年
10月 

11月 12月
平成17年
１月 

２月 ３月

最高(円) 3,230 3,150 3,260 3,260 3,350 3,130

最低(円) 2,700 2,760 3,020 3,010 2,990 2,835
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５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ― 諸 橋 友 良 昭和39年８月28日生

昭和63年４月

平成６年12月

大永紙通商株式会社入社(現 国

際紙パルプ商事株式会社) 
当社入社 

781 

平成９年12月 当社スポーツ事業本部商品三部長 
平成12年５月 当社執行役員営業本部スポーツ事

業部副部長兼商品二部長 
平成12年６月 当社取締役・執行役員営業本部ス

ポーツ事業部副部長兼商品二部長 
平成13年10月 当社取締役スポーツ事業部長兼商

品部長 
平成14年７月 当社常務取締役営業本部長 
平成15年２月 当社代表取締役社長(現任) 

［主要な兼職］

平成15年２月 株式会社カイザー代表取締役社長

(現任) 

代表取締役 
専務 ― 石 井 道 夫 昭和10年11月２日生

昭和29年３月

昭和61年６月

平成３年６月

平成４年６月

平成５年６月

平成13年10月

平成15年２月

株式会社福島相互銀行(現 株式

会社福島銀行)入行 
同行常務取締役中通りブロック長 
同行常務取締役人事担当 
同行退職 
当社取締役 
当社専務取締役 
当社代表取締役専務(現任) 

2 

取締役 ― 大 滝 秀 雄 昭和31年７月27日生

昭和54年３月 当社入社

5

昭和62年９月 当社福島総本店店長

平成２年３月 当社人事部長

平成５年４月 当社人事総務部長

平成12年５月 当社営業本部副本部長(スポーツ

事業部担当) 
平成12年６月 当社取締役営業本部副本部長(ス

ポーツ事業部担当) 
平成13年10月 当社取締役人材開発部担当兼人材

開発部長 
平成15年１月 当社取締役人事教育部担当 
平成15年７月

平成16年７月

当社取締役(現任)

［主要な兼職］ 
ゼビオビジネスサービス株式会社

代表取締役社長(現任) 

取締役 ― 大 山 雄 彦 昭和39年３月５日生

昭和62年３月 当社入社

2

昭和63年８月 当社ゼビオスポーツ弘前店店長 
平成２年８月 当社スポーツ事業部北東北エリア

マネジャー兼ゼビオスポーツ盛岡

上堂店店長 
平成３年３月 当社スポーツ事業部商品一部バイ

ヤー 
平成12年６月 当社営業本部商品一部一課チーフ

バイヤー 
平成14年７月 当社執行役員商品１グループリー

ダー 
平成15年７月 当社執行役員商品部門長兼商品１

グループリーダー 
平成16年６月 当社取締役(現任)

取締役 財務部門長 阿 部   正 昭和32年２月22日生

昭和57年２月

昭和62年３月

福島クラリオン株式会社入社(現 

クラリオン販売株式会社) 

当社入社 

2

昭和63年８月 当社経理課長 

平成２年８月 当社経理部長 

平成12年５月 当社執行役員経営計画本部財務部

長 

平成13年10月 当社執行役員財務部長 

平成14年６月 当社取締役財務部担当兼財務部長 

平成15年７月 当社取締役財務部門長(現任) 
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(注) 1. 寺口紘一氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

2. 監査役小谷野幹雄、渡邉航の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に

定める社外監査役であります。 

3． 当社では、意思決定・監督と業務執行の分離による取締役会の一層の活性化のため、また、担当業務の数値責

任をより明確にするために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は６名で、業務推進部門長大島康夫、営業企画部門長兼レイアウト・販促チームリーダー伊藤禎伸、

商品部門長木原正剛、店舗運営部門長石塚晃一、店舗開発部門長種田利久、事業戦略室長藤澤剛で構成されて

おります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 ― 寺 口 紘 一 昭和16年６月19日生

昭和39年４月

平成８年４月

平成９年４月

平成14年９月

平成16年５月

平成17年６月

丸紅飯田株式会社入社（現 丸紅

株式会社） 

繊維資材本部副本部長 

パスポートファッション（香港）

社長 

同社退職 

経済産業省産業構造審議会臨時委

員(現任) 

当社取締役(現任) 

―

監査役 常勤 荒 川 二三男 昭和23年６月16日生

昭和52年４月 当社入社 

5 

昭和60年５月 当社総務部長 

昭和62年11月 当社取締役総務部長 

平成２年11月 当社メンズ事業本部販売部長 

平成４年４月 当社本宮流通センター長 

平成４年６月 当社取締役本宮流通センター長 

平成10年５月 当社取締役ファッション事業本部

営業二部長 

平成12年５月 当社取締役総務部長 

平成13年10月 当社取締役総務部担当兼総務部長 

平成14年７月 当社取締役内部監査室長 

平成15年６月 当社監査役(現任) 

監査役 常勤 大和田 美 明 昭和25年６月４日生 

昭和49年４月 当社入社 

9 

昭和52年９月 当社新潟プラザ店長 

昭和55年５月 当社店舗統括部長 

昭和61年９月 当社店舗開発部長 

昭和62年11月 当社取締役店舗開発部長 

平成12年５月 当社取締役経営計画本部副本部長 

平成13年10月 当社取締役経営計画部担当 

平成14年７月 当社取締役経営企画部担当兼店舗

開発部担当 

平成15年７月 当社取締役 

平成16年６月 当社監査役(現任) 

監査役 非常勤 小谷野 幹 雄 昭和36年６月20日生 

昭和60年４月 大和証券株式会社入社 

― 

昭和63年８月 公認会計士登録 

平成８年８月 大和証券株式会社退職 

平成８年９月 小谷野公認会計士事務所開業(現) 

平成12年６月 当社監査役(現任) 

監査役 非常勤 渡 邉   航 昭和18年12月14日生 

平成９年７月 大館税務署長 

― 

平成13年７月 山形税務署長 

平成14年７月

平成14年８月

平成17年６月

同署退職 

税理士登録(現) 

当社監査役(現任) 

計 808
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、企業の経営環境が大きく変化し、従来型の経営手法ではグローバル化した環境変化には

対応できない中で、継続的に企業価値を高めていくためには、コーポレート・ガバナンスが重要な

経営課題であり、また、企業活動を牽制する仕組みであると認識しております。 

 このような中で、当社は平成12年から経営組織の改革を継続的に取り組み、コーポレート・ガバ

ナンスの強化を進めております。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等 

当社は、監査役会制度を採用しております。 

取締役６名(うち社外取締役１名)、監査役４名(うち社外監査役２名)、執行役員６名の経営体

制をとっております。 

 これまで、執行役員制度の導入により経営の監督と業務執行を分離し、また、取締役の員数

を削減し、経営環境の変化が激しい中で、数値責任の明確化と迅速な意思決定が行える仕組み

を整えてまいりました。 

 さらに、取締役の任期を２年から１年に短縮することで、経営責任をより明確にしておりま

す。 

 経営の基本方針に関する重要事項を検討する機関として、取締役、執行役員等が構成メンバ

ーになっている「経営会議」を週１回開催しております。 

 また、取締役会、経営会議に付議する機関として、「人事・報酬検討会」、「資産管理検討

会」、「投資検討会」を設置しております。 

 内部監査及び監査役の監査は、内部監査室を設置し室長以下４名のスタッフが定期的に店舗

監査を実施し、リスク管理とコンプライアンスの徹底・指導強化に努めております。 

 監査役会は、社外監査役２名(財務、税務の専門家)と２名の常勤監査役が、それぞれの立場

から、取締役を監視・監査しております。また、内部監査室と毎月報告会を開催し、相互連携

を図っております。 

 会計監査は、監査法人トーマツが会計監査業務を担っております。 

(2) リスク管理体制の整備状況 

 リスク管理体制は、財務面については会計監査人や社外監査役等において定期的に監査が行

なわれ、法務面については社外弁護士から適宜助言・指導をいただいております。 

 また、コンプライアンスについても、役員・全従業員による法令・社内ルール・倫理規範の

遵守徹底を図るための社内体制整備に注力しております。 

(3) 当社のコーポレート・ガバナンスの取り組み 

平成12年５月 執行役員制度を導入 

平成14年６月 取締役を12名から８名に削減 

平成14年７月 内部監査室を設置し、内部監査機能を充実・強化 

平成15年４月 経営トップ会議からより充実させた経営会議へ変更 

平成15年６月 取締役を８名から６名に削減 

平成15年７月 執行役員を12名から９名に削減 

        重要事項を検討する「人事・報酬検討会」、「資産管理検討会」、 

        「投資検討会」を設置 

平成16年６月 取締役の任期を２年から１年に短縮 

平成17年６月 取締役の定員を15名以内から８名以内に変更し、社外取締役を１名選任 
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(4) 当社のコーポレート・ガバナンス体制 

 

(5) 会計監査の状況 

 ａ．業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名 

＊継続関与年数が７年を超える場合の継続関与年数 

 ｂ．監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ３名 

   会計士補  ４名 

   その他   １名 

(6) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害

関係の概要 

社外取締役１名、社外監査役２名はいずれも、人的、資本的等の取引関係はありません。 

(役員報酬の内容) 

当社の取締役に対する年間報酬総額は46百万円であります。また、監査役に対する年間報酬総額は21百

万円であります。 

(監査報酬の内容) 

当社が監査法人トーマツと締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は20百万円

であり、それ以外の業務に基づく報酬は３百万円であります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

指定社員・業務執行社員 公認会計士 手塚仙夫 監査法人トーマツ 

指定社員・業務執行社員 公認会計士 宮坂泰行(８年)＊ 監査法人トーマツ 
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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附

則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第

２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31

日まで)及び前事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の連結財務諸

表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

前連結会計年度
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

 １ 現金及び預金 32,859 28,904 

 ２ 売掛金 1,752 1,817 

 ３ 有価証券 1,499 499 

 ４ たな卸資産 18,859 21,913 

 ５ 繰延税金資産 762 720 

 ６ その他 897 971 

    貸倒引当金 △1
57.9

△0 

    流動資産合計 56,628 54,825 57.3

Ⅱ 固定資産 

 １ 有形固定資産 

  (1) 建物及び構築物 21,762 21,766

    減価償却累計額 △11,988 9,774 △12,655 9,111 

  (2) 土地 8,596 7,208 

  (3) 建設仮勘定 16 366 

  (4) その他 3,114 3,784

    減価償却累計額 △2,259 855 △2,605 1,179 

    有形固定資産合計 19,242 19.6 17,865 18.6

 ２ 無形固定資産 387 0.4 293 0.3

 ３ 投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 ※１ 705 687 

  (2) 長期貸付金 86 82 

  (3) 繰延税金資産 861 2,017 

  (4) 差入保証金 9,707 9,681 

  (5) 敷金 6,143 7,044 

  (6) 賃貸不動産 5,487 4,245

    減価償却累計額 △3,249 2,237 △3,053 1,192 

  (7) その他 2,771 2,683 

    貸倒引当金 △898 △619 

    投資その他の資産合計 21,615 22.1 22,769 23.8

    固定資産合計 41,246 42.1 40,928 42.7

   資産合計 97,875 100.0 95,754 100.0
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前連結会計年度
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

１ 支払手形、支払信託及び
買掛金 

23,751 20,950 

２ 未払法人税等 2,401 1,824 

３ 賞与引当金 459 455 

４ ポイントサービス引当金 551 656 

５ その他 2,416 2,082 

   流動負債合計 29,579 30.2 25,969 27.1

Ⅱ 固定負債 

１ 繰延税金負債 117 116 

２ 退職給付引当金 806 1,166 

３ 役員退職慰労引当金 47 46 

４ 事業整理損失引当金 177 ― 

５ その他 625 644 

   固定負債合計 1,774 1.8 1,974 2.1

  負債合計 31,353 32.0 27,943 29.2

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 ※２ 15,935 16.3 15,935 16.6

Ⅱ 資本剰余金 15,915 16.3 15,999 16.7

Ⅲ 利益剰余金 36,396 37.2 38,687 40.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 206 0.2 203 0.2

Ⅴ 自己株式 ※３ △1,932 △2.0 △3,014 △3.1

資本合計 66,521 68.0 67,811 70.8

負債及び資本合計 97,875 100.0 95,754 100.0
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② 【連結損益計算書】 

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 92,253 100.0 96,749 100.0

Ⅱ 売上原価 59,200 64.2 61,434 63.5

   売上総利益 33,052 35.8 35,314 36.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 24,323 26.3 26,980 27.9

   営業利益 8,729 9.5 8,334 8.6

Ⅳ 営業外収益 

 １ 受取利息 93 112

 ２ 受取配当金 6 4

 ３ 為替差益 ― 139

 ４ 不動産賃貸収入 1,082 954

 ５ その他 116 1,298 1.4 134 1,346 1.4

Ⅴ 営業外費用 

 １ 支払利息 0 ―

 ２ 為替差損 392 ―

 ３ 不動産賃貸費用 1,057 889

 ４ 貸倒引当金繰入額 112 ―

 ５ その他 4 1,567 1.7 11 901 0.9

   経常利益 8,461 9.2 8,779 9.1

Ⅵ 特別利益 

 １ 貸倒引当金戻入益 7 279

 ２ 投資有価証券売却益 2 ―

 ３ 預り保証金解約益 8 3

 ４ 保険金収入 202 ―

 ５ 事業整理損失引当金戻入益 ― 222 0.2 106 390 0.4

Ⅶ 特別損失 

 １ 貸倒引当金繰入額 710 ―

 ２ 固定資産除却損 ※２ 48 66

 ３ 投資有価証券評価損 26 ―

 ４ 投資有価証券売却損 ― 6

 ５ 敷金・保証金解約損 ― 2

６ 退職給付引当金繰入額 82 82

 ７ 役員退職慰労金 256 ―

 ８ 減損損失 ※４ ― 3,108

 ９ その他 ※３ 89 1,212 1.3 81 3,346 3.5

税金等調整前当期純利益 7,470 8.1 5,823 6.0

   法人税、住民税及び事業税 3,785 3,543

   法人税等調整額 △555 3,229 3.5 △1,112 2,431 2.5

   当期純利益 4,241 4.6 3,392 3.5
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③ 【連結剰余金計算書】 

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部) 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,907 15,915

Ⅱ 資本剰余金増加高 

   自己株式処分差益 8 8 83 83

Ⅲ 資本剰余金期末残高 15,915 15,999

(利益剰余金の部) 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 33,080 36,396

Ⅱ 利益剰余金増加高 

 当期純利益 4,241 4,241 3,392 3,392

Ⅲ 利益剰余金減少高 

１ 配当金 916 1,092 

２ 役員賞与 8 925 9 1,101

Ⅳ 利益剰余金期末残高 36,396 38,687
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前当期純利益 7,470 5,823

   減価償却費 1,593 1,598

   減損損失 ― 3,108

   貸倒引当金の増減額(減少：△) 809 △279

   賞与引当金の増減額(減少：△) 42 △3

   ポイントサービス引当金の増加額 107 105

   退職給付引当金の増加額 257 359

   役員退職慰労引当金の減少額 △199 △1

   受取利息及び受取配当金 △99 △117

   災害損失 ― 81

   支払利息 0 ―

   為替差損益 416 △125

   固定資産除売却損 48 66

   投資有価証券評価損 26 ―

   売上債権の増加額 △62 △65

   たな卸資産の増加額 △136 △3,115

   仕入債務の減少額 △0 △2,773

   未払消費税等の増減額(減少：△) 114 △454

   役員賞与の支払額 △8 △9

   その他 △189 △28

小計 10,191 4,169

   利息及び配当金の受取額 25 34

   利息の支払額 △0 ―

   災害による損失支払額 ― △46

   災害による保険金収入 ― 27

   法人税等の支払額 △3,063 △4,293

  営業活動によるキャッシュ・フロー 7,153 △109

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

   定期預金の預入による支出 △2,000 △2,000

   定期預金の払戻による収入 ― 2,000

   有価証券の売買等による収支(純額) △499 1,000

   有形固定資産の取得による支出 △1,056 △1,843

   有形固定資産の除却による支出 △3 △15

   無形固定資産の取得による支出 △37 △71

   投資有価証券の売却による収入 7 5

   敷金・保証金の差入による支出 △1,031 △1,678

   敷金・保証金の返還による収入 901 937

   預り保証金の受入による収入 31 17

   預り保証金の返還による支出 △113 △45

   その他 3 △31

  投資活動によるキャッシュ・フロー △3,798 △1,724

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

   長期借入金の返済による支出 △12 ―

   自己株式の取得による支出 △732 △1,490

   自己株式の売却による収入 38 492

   配当金の支払額 △917 △1,092

  財務活動によるキャッシュ・フロー △1,624 △2,090

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △39 △30

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 1,691 △3,954

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 29,167 30,859

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 30,859 26,904
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社 

   連結子会社名  

清稜山株式会社 

(1) 連結子会社の数 ２社 

   連結子会社名  

清稜山株式会社 

    ゼビオビジネスサービス株式

会社 

   上記のうち、ゼビオビジネスサ

ービス株式会社については、当

連結会計年度において新たに設

立したため、連結の範囲に含め

ております。 

(2) 非連結子会社の名称等 

   株式会社カイザー 

    ・連結の範囲から除いた理由 

     非連結子会社株式会社カイ

ザーは、小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期

純利益及び利益剰余金等は

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであ

ります。 

(2) 非連結子会社の名称等 

   株式会社カイザー 

    ・連結の範囲から除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社株式会社カイザーは、小

規模会社であり、当期純利益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であるた

め、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  満期保有目的の債券 

   ……償却原価法（定額法） 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定しておりま

す。） 

   時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

 ②デリバティブ 

   ……時価法 

 ③たな卸資産 

  主として個別法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券 

  満期保有目的の債券 

   ……同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    …同左 

   時価のないもの 

    …同左 

 ②デリバティブ 

   ……同左 

 ③たな卸資産 

  同左 
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項目 
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

  有形固定資産及び賃貸不動産 

   ……定率法 

   なお、主な耐用年数は、以下の

とおりであります。 

   建物及び構築物  ３年～50年 

   器具備品(その他) ３年～20年 

  無形固定資産………定額法 

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

  有形固定資産及び賃貸不動産 

   ……同左 

   同左 

    

   

無形固定資産………同左 

   同左 

  長期前払費用………定額法   長期前払費用………同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

   ……売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

   ……同左 

  賞与引当金 

   ……従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額基準により計上し

ております。 

  賞与引当金 

   ……同左 

  ポイントサービス引当金 

   ……ゼビオカードによるポイン

トサービス制度に基づき、

顧客に付与したポイントの

利用に備えるため、利用実

績率に基づき将来利用され

ると見込まれる額を計上し

ております。 

  ポイントサービス引当金 

   ……同左 

  退職給付引当金 

   ……従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

     なお、会計基準変更時差異

(410百万円)については、

５年による按分額を特別損

失に計上しております。 

     過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費

用処理しております。 

     数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

  退職給付引当金 

   ……同左 
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項目 
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  役員退職慰労引当金 

   ……役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

  役員退職慰労引当金 

   ……同左 

  事業整理損失引当金 

   ……旧ゼビー業態の廃止に伴う

損失に備えるため、今後見

込まれる同業態店舗の閉店

に伴う損失見込額を計上し

ております。 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資

産及び負債の本邦通貨への換算の

基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。 

  事業整理損失引当金 

   ……旧ゼビー業態の廃止に伴う

損失に備えるため、今後見

込まれる同業態店舗の閉店

に伴う損失見込額を計上し

ております。なお同業態店

舗の閉店に伴い当連結会計

年度において全額を取崩し

ております。 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資

産及び負債の本邦通貨への換算の

基準 

   同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   ……税抜方式 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   ……同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヵ月以内に満期日の到来する流動

性の高い短期投資からなっておりま

す。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（会計処理の変更） 

（表示方法の変更） 

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成

17年３月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務

諸表からの適用が認められていることに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税金等調整前当期純利益は3,108百

万円減少しております。              

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

従来、投資活動によるキャッシュ・フローにおける有価

証券の売買は「有価証券の取得による支出」及び「有価

証券の売買等による収入」として総額表示しておりまし

たが、反復的連続取引のため、当連結会計年度より「有

価証券の売買等による支出(純額)」として純額表示して

おります。 

――――― 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

投資有価証券(株式) 1百万円

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

投資有価証券(株式) １百万円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式31,940,682株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式31,940,682株

であります。 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社株式の

数は、普通株式968,357株であります。 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社株式の

数は、普通株式1,245,389株であります。 
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(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 1,741百万円

給料手当等 8,235百万円

賞与引当金繰入額 459百万円

退職給付引当金繰入額 323百万円

役員退職慰労引当金繰入額 20百万円

減価償却費 1,414百万円

賃借料 5,799百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 1,933百万円

給料手当等 9,093百万円

賞与引当金繰入額 455百万円

退職給付引当金繰入額 435百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

減価償却費 1,457百万円

賃借料 6,463百万円

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 42百万円

その他 5百万円

計 48百万円

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 55百万円

その他 11百万円

計 66百万円

※３ 特別損失のその他の内訳 

災害損失 24百万円

電話加入権評価損 64百万円

計 89百万円

※３ 特別損失のその他の内訳 

災害損失 81百万円

――――― ※４ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

   当社グループは、各店舗設備単位を資産グルー

プとして減損会計を適用しております。減損は

土地の市場価額の著しい下落や業績不振等を要

因としており、各資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（3,108百万円）として特別損失に計上いたしま

した。その内訳は、建物1,153百万円、建物附属

設備337百万円、構築物79百万円、器具備品64百

万円、土地1,388百万円及びその他84百万円であ

ります。 

   なお、資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を5.0％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

営業店舗 店舗設備 
建物及び
土地等 

賃貸店舗等 店舗設備等 
建物及び
土地等 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 32,859百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金 

△2,000百万円

現金及び現金同等物 30,859百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 28,904百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金 

△2,000百万円

現金及び現金同等物 26,904百万円
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(リース取引関係) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

(有形固定資産) 
その他 

6,351 4,533 1,817

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
(百万円)

(有形固定
資産)   
その他 

5,511 3,702
83 

1,724

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 697百万円

１年超 1,169百万円

合計 1,867百万円

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 610百万円

１年超 1,234百万円

合計 1,844百万円

リース資産減損勘定期末

残高 
75百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,047百万円

減価償却費相当額 980百万円

支払利息相当額 46百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 807百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

8百万円

減価償却費相当額 748百万円

支払利息相当額 37百万円

減損損失 83百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 3百万円

合計 4百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 2百万円

１年超 8百万円

合計 11百万円
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（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について26百万円の減損処理を行っております。 
なお、時価のある銘柄は決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減損処理してお
ります。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理することとして
おります。 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券 

５ 満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えないもの 

  社債 500 499 △0

合計 500 499 △0

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

  株式 307 654 346

小計 307 654 346

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

  株式 34 34 △0

小計 34 34 △0

合計 342 689 346

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

7 2 ―

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

満期保有目的の債券 
 コマーシャルペーパー 

999 

その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 

14 

区分 １年以内(百万円) 

債券 

 コマーシャルペーパー 999

 社債 500

合計 1,499
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Ⅱ 当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 
なお、時価のある銘柄は決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減損処理してお
ります。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理することとして
おります。 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券 

５ 満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

  株式 330 671 341

小計 330 671 341

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

  株式 0 0 △0

小計 0 0 △0

合計 331 672 341

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

5 ― 6

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

満期保有目的の債券 
 コマーシャルペーパー 

499 

その他有価証券 
 非上場株式 

14 

区分 １年以内(百万円) 

債券 

 コマーシャルペーパー 499

合計 499
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

(注) 1. 時価の算出方法 

時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

2. 契約額等( )内の金額はオプション料を記載しておりますが、通貨オプション取引はいわゆるゼロコストオプ

ション取引であり、オプション料の授受はありません。 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的 

当社は、輸入取引に係る将来の為替変動リスクを

回避する目的として、通貨オプション取引を行っ

ております。 

(1) 取引の内容及び利用目的 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

当社は、通貨関連におけるデリバティブ取引につ

いては、輸入取引等に係る外貨建取引額の範囲内

でのみ利用し、投機的なデリバティブ取引は一切

行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

当社が利用している通貨オプション取引について

は、為替相場の変動による一般的な市場リスクを

有しております。 

また、取引の契約先は信用度の高い国内金融機関

であるため、相手方の契約不履行による信用リス

クはほとんどないと認識しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の管理体制につきましては、財

務部門が社内稟議規定に基づき起案し、担当取締

役の決裁を得て実行しております。取引の管理に

当たっては、財務部門が毎月金融機関より報告書

を受領し実績表との一致を確認の上、担当取締役

に報告し、必要に応じて経営会議等において報告

が行われます。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

区分 

前連結会計年度末
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引 

 通貨オプション 

 買建コール 

  米ドル 
USD18百万 

(194)

USD９百万 
(98)

33 △160
USD９百万

(86)

USD３百万

(27)
８ △77

 売建プット 

  米ドル 
USD37百万 

(386) 
USD19百万 

(201)
340 45

USD18百万

(224)

USD６百万

(87)
160 64

合計 ― ― ― △115 ― ― ― △13
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(退職給付関係) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度

を設けております。この制度は、平成６年４月１日

付で適格退職年金制度から厚生年金基金制度に移行

いたしました。また、連結子会社１社は、厚生年金

基金制度に加入していないため、退職給付債務の確

定にあたり簡便法を採用しております。また、従業

員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理

計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項(平成16年３月31日) 

イ 退職給付債務 △3,151百万円

ロ 年金資産 1,718百万円

ハ 未積立退職給付債務 
  (イ＋ロ) 

△1,433百万円

ニ 会計基準変更時差異 
  の未処理額 

82百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 725百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額) 

△181百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△806百万円

チ 退職給付引当金 △806百万円

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

イ 退職給付債務 △3,411百万円

ロ 年金資産 1,885百万円

ハ 未積立退職給付債務
  (イ＋ロ) 

△1,525百万円

ニ 会計基準変更時差異
  の未処理額 

－百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 518百万円

ヘ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額) 

△159百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△1,166百万円

チ 退職給付引当金 △1,166百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

  (注)1. 簡便法を採用している連結子会社の退職給 

付費用は、勤務費用に含めております。 

2. 上記の他、割増退職金等43百万円がありま 

す。 

イ 勤務費用 247百万円

ロ 利息費用 62百万円

ハ 期待運用収益 △17百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用 
  処理額 

82百万円

ホ 数理計算上の差異の費用 
  処理額 

52百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △22百万円

ト 退職給付費用 405百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  (注)1. 簡便法を採用している連結子会社の退職給 

付費用は、勤務費用に含めております。 

2. 上記の他、割増退職金等29百万円がありま 

す。 

イ 勤務費用 330百万円

ロ 利息費用 62百万円

ハ 期待運用収益 △19百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用 
  処理額 

82百万円

ホ 数理計算上の差異の費用
  処理額 

84百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △22百万円

ト 退職給付費用 518百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の 
  期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 
(期首 2.5％)

ハ 期待運用収益率 1.15％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年 
   翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。 

ヘ 会計基準変更時差異の
  処理年数 ５年 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の
  期間配分方法 

同左 

ロ 割引率 2.0％ 
(期首 2.0％)

ハ 期待運用収益率 1.15％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 同左 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 同左 

  翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。 

ヘ 会計基準変更時差異の
  処理年数 同左 
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(税効果会計関係) 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 101百万円

未払事業税損金不算入額 201百万円

賞与引当金損金不算入額 185百万円

ポイントサービス引当金
損金不算入額 

222百万円

その他 51百万円

合計 762百万円

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 65百万円

未払事業税損金不算入額 146百万円

賞与引当金損金不算入額 184百万円

ポイントサービス引当金
損金不算入額 

265百万円

その他 58百万円

合計 720百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 320百万円

退職給付引当金損金不算入額 326百万円

役員退職慰労引当金 
損金不算入額 

19百万円

事業整理損失引当金 
損金不算入額 

71百万円

減価償却損金算入限度超過額 93百万円

投資有価証券評価損 
損金不算入額 

149百万円

その他 53百万円

合計 1,034百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 146百万円

退職給付引当金損金不算入額 471百万円

役員退職慰労引当金
損金不算入額 

18百万円

減価償却費損金算入限度超過額 110百万円

投資有価証券評価損
損金不算入額 

149百万円

減損損失 1,256百万円

その他 47百万円

合計 2,201百万円

繰延税金負債(固定) 

有価証券評価差額 140百万円

連結に伴う土地評価替 116百万円

その他 33百万円

合計 289百万円

差引 744百万円

繰延税金負債(固定) 

その他有価証券評価差額金 137百万円

連結に伴う土地評価替 116百万円

その他 45百万円

合計 300百万円

差引 1,900百万円

うち繰延税金資産(固定)計上額 861百万円

うち繰延税金負債(固定)計上額 117百万円

うち繰延税金資産(固定)計上額 2,017百万円

うち繰延税金負債(固定)計上額 116百万円
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

一般小売事業部門の売上高、営業利益、資産の金額が、それぞれ売上高合計、営業利益の生じてい

るセグメントの営業利益合計額及び資産の金額の合計額の90％超であるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

一般小売事業部門の売上高、営業利益、資産の金額が、それぞれ売上高合計、営業利益の生じてい

るセグメントの営業利益合計額及び資産の金額の合計額の90％超であるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 
役員及び個人主要株主等 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 
(注) 1. 保険料の支払については、保険会社の規定によっております。 

2. 顧問料の支払については、顧問契約(海外業務等)によっております。 

3. 取引金額に消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
役員及び個人主要株主等 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

(注) 1. 保険料の支払については、保険会社の規定によっております。 

2. 顧問料の支払については、顧問契約(海外業務等)によっております。 

3. 当社代表取締役諸橋友良の近親者が議決権の98.5％を直接所有しております。 

4. 事務用品の購入については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

5. 取引金額に消費税等は含まれておりません。 

属性 氏名 住所 
資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

役員及 
びその 
近親者 

諸橋輝子 ― ― 

当社代表取締役

の近親者 
㈲ティー・ティ

ー・シー代表取

締役 

(被所有)

直接 2.9

間接 8.8

― ―

保険料の

支払 
(注)1 

7 ― ―

当社代表取締役

の近親者 
㈲サンビック代

表取締役 

(被所有)

間接 17.7
― ―

保険料の

支払 
(注)1 

22 ― ―

諸橋寛子 ― ― 
当社代表取締役

の近親者 
(被所有)

直接 1.9
― 当社顧問

顧問料の

支払 
(注)2 

6 
流動負債 
その他 

0

属性 
会社等の名

称 
住所 

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

役員及 
びその 
近親者 

諸橋輝子 ― ― 

当社代表取締役

の近親者 
㈲ティー・ティ

ー・シー代表取

締役 

(被所有)

直接 3.0

間接 8.9

― ―

保険料の

支払 
(注)1 

7 ― ―

当社代表取締役

の近親者 
㈲サンビック代

表取締役 

(被所有)

間接 17.9
― ―

保険料の

支払 
(注)1 

22 ― ―

諸橋寛子 ― ― 
当社代表取締役

の近親者 
(被所有)

直接 1.9
― 当社顧問

顧問料の

支払 
(注)2 

6 
流動負債 
その他 

0

役員及 
びその 
近親者 
が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等

（当 該

会社等

の子会

社を含

む） 

丸善商事株

式会社 
(注)3 

福島県

会津若

松市 
10 

一般洋紙、板紙

の卸売等 
― ―

事務用品

の購入 

事務用品の

購入 
(注)4 

32 
流動負債 
その他 

5
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(１株当たり情報) 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,147.49円

１株当たり当期純利益金額 135.85円

１株当たり純資産額 2,208.88円

１株当たり当期純利益金額 109.69円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 109.68円

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益(百万円) 4,241 3,392 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 9 9 

(うち利益処分による役員賞与金
（百万円）) 

(9) (9)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,232 3,383 

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,154 30,847 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に用いられた普通株式増加数の
主要な内訳 

 普通株式増加額（千株） ― 2 

（うち新株予約権（千株）） (―) (2)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式によるストック
オプション 
(株式の数 245千株) 
新株予約権方式によるストックオ
プション 
(新株予約権 1,720個) 

――――― 
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(重要な後発事象) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 当社は平成17年4月22日付の株式譲渡契約に基づき平成

17年4月28日付で「株式会社ヴィクトリア」の発行済株

式の全株式を取得し同社を子会社といたしました。 

①主旨および目的 首都圏エリアを中心とした店舗

網の獲得及びシナジー効果創出

による販売の拡充と収益基盤の

強化を図るため 

②株式取得先 株式会社ジャフコ他 

③会社名 株式会社ヴィクトリア 

④事業内容 スポーツ用品小売業 

⑤規模 平成16年５月期 

売上高 29,884百万円

営業損失 463百万円

経常損失 944百万円

当期純損失 6,921百万円

総資産 18,458百万円

株主資本 2,715百万円

⑥株式取得日 平成17年4月28日 

⑦取得株式数 34,580株(所有割合100％) 

⑧資金調達 自己資金により賄っておりま

す。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

     該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 

（１） 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

前事業年度
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

 １ 現金及び預金 32,784 28,781 

 ２ 売掛金 1,750 1,812 

 ３ 有価証券 1,499 499 

 ４ 商品 18,856 21,911 

 ５ 前払費用 492 515 

 ６ 繰延税金資産 757 712 

 ７ 未収金 210 195 

 ８ その他 231 296 

   貸倒引当金 △1 △0 

   流動資産合計 56,580 57.7 54,724 57.1

Ⅱ 固定資産 

 １ 有形固定資産 

  (1) 建物 19,499 18,746

    減価償却累計額 △10,447 9,052 △10,591 8,154 

  (2) 構築物 1,773 1,733

    減価償却累計額 △1,255 518 △1,238 495 

  (3) 車両運搬具 12 16

    減価償却累計額 △8 3 △10 6 

  (4) 器具備品 3,027 3,638

    減価償却累計額 △2,182 845 △2,477 1,161 

  (5) 土地 8,300 6,719 

  (6) 建設仮勘定 16 366 

    有形固定資産合計 18,737 19.1 16,904 17.6

 ２ 無形固定資産 

  (1) ソフトウェア 377 283 

  (2) 電話加入権 9 9 

    無形固定資産合計 386 0.4 293 0.3

 ３ 投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 703 686 

  (2) 関係会社株式 278 308 

  (3) 長期貸付金 86 82 

(4) 関係会社長期貸付金 1,544 1,508 

  (5) 長期前払費用 804 971 

  (6) 繰延税金資産 860 2,016 

  (7) 差入保証金 9,707 9,681 

  (8) 敷金 6,143 7,044 

  (9) 賃貸不動産 5,487 5,284

    減価償却累計額 △3,249 2,237 △3,627 1,656 

(10)その他 868 621 

    貸倒引当金 △899 △619 

    投資その他の資産合計 22,335 22.8 23,956 25.0

    固定資産合計 41,459 42.3 41,154 42.9

   資産合計 98,040 100.0 95,879 100.0
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前事業年度
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

 １ 支払手形 1,921 2,337 

 ２ 支払信託 16,102 12,906 

 ３ 買掛金 5,715 5,693 

 ４ 未払金 1,229 1,154 

 ５ 未払法人税等 2,379 1,809 

 ６ 預り金 159 185 

 ７ 前受収益 80 73 

 ８ 賞与引当金 453 441 

９ ポイントサービス引当金 551 656 

 10 設備支払手形 44 377 

 11 その他 878 265 

   流動負債合計 29,515 30.1 25,901 27.0

Ⅱ 固定負債 

 １ 退職給付引当金 805 1,164 

 ２ 役員退職慰労引当金 47 46 

 ３ 事業整理損失引当金 177 ― 

 ４ 預り保証金 585 538 

 ５ その他 ― 75 

   固定負債合計 1,615 1.7 1,825 1.9

   負債合計 31,131 31.8 27,726 28.9

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 ※１ 15,935 16.3 15,935 16.6

Ⅱ 資本剰余金 

 １ 資本準備金 15,907 15,907

 ２ その他資本剰余金 

    自己株式処分差益 8 91

   資本剰余金合計 15,915 16.2 15,999 16.7

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金 802 802

 ２ 任意積立金 

    別途積立金 31,650 34,350

 ３ 当期未処分利益 4,330 3,876

   利益剰余金合計 36,783 37.5 39,028 40.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 206 0.2 203 0.2

Ⅴ 自己株式 ※３ △1,932 △2.0 △3,014 △3.1

  資本合計 66,908 68.2 68,152 71.1

  負債・資本合計 98,040 100.0 95,879 100.0
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② 【損益計算書】 

前事業年度
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 91,718 100.0 96,215 100.0

Ⅱ 売上原価 

 １ 期首商品たな卸高 18,719 18,856 

 ２ 当期商品仕入高 59,118 64,319 

      合計 77,838 83,175 

 ３ 他勘定振替高 ※１ 25 78 

 ４ 期末商品たな卸高 18,856 21,911 

５ ポイントサービス引当金繰入額 107 59,064 64.4 105 61,291 63.7

   売上総利益 32,654 35.6 34,924 36.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

 １ 販売手数料 781 835 

 ２ 荷造運搬費 666 732 

 ３ 広告宣伝費 1,735 1,925 

 ４ 給料手当等 8,133 8,912 

 ５ 福利厚生費 1,198 1,293 

 ６ 賞与引当金繰入額 453 441 

７ 退職給付引当金繰入額 322 435 

 ８ 役員退職慰労引当金繰入額 20 5 

 ９ 減価償却費 1,361 1,404 

 10 賃借料 5,790 6,450 

 11 店舗維持費 1,624 1,831 

 12 その他 1,954 24,042 26.2 2,419 26,687 27.7

   営業利益 8,611 9.4 8,236 8.6

Ⅳ 営業外収益 

 １ 受取利息 112 129 

 ２ 受取配当金 6 4 

 ３ 為替差益 ― 139 

 ４ 不動産賃貸収入 1,118 995 

 ５ 雑収入 112 1,349 1.4 129 1,399 1.5

Ⅴ 営業外費用 

 １ 為替差損 392 ― 

 ２ 不動産賃貸費用 1,085 921 

 ３ 貸倒引当金繰入額 104 ― 

 ４ 雑損失 4 1,586 1.7 11 932 1.0

   経常利益 8,373 9.1 8,703 9.0

Ⅵ 特別利益 

 １ 貸倒引当金戻入益 7 280 

 ２ 投資有価証券売却益 2 ― 

 ３ 預り保証金解約益 8 3 

 ４ 保険金収入 202 ― 

 ５ 事業整理損失引当金戻入益 ― 222 0.2 106 391 0.4
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前事業年度
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失 

 １ 貸倒引当金繰入額 710 ― 

 ２ 固定資産除却損 ※２ 48 66 

 ３ 投資有価証券評価損 26 ― 

 ４ 投資有価証券売却損 ― 6 

 ５ 敷金・保証金解約損 ― 2 

６ 退職給付引当金繰入額 82 82 

 ７ 役員退職慰労金 256 ― 

 ８ 減損損失 ※４ ― 3,108 

 ９ その他 ※３ 89 1,212 1.3 81 3,346 3.4

   税引前当期純利益 7,383 8.0 5,748 6.0

   法人税、住民税及び事業税 3,746 3,510 

   法人税等調整額 △553 3,192 3.4 △1,108 2,401 2.5

   当期純利益 4,190 4.6 3,346 3.5

   前期繰越利益 598 991 

   中間配当額 458 461 

   当期未処分利益 4,330 3,876 
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③ 【利益処分計算書】 

前事業年度
(平成16年６月29日) 

当事業年度 
(平成17年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 4,330 3,876

Ⅱ 利益処分額 

 １ 配当金 630 613 

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金) 

9
(2) 

9 
(2) 

 ３ 任意積立金 

    別途積立金 2,700 3,339 2,300 2,922

Ⅲ 次期繰越利益 991 953
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

 ……償却原価法(定額法) 

子会社株式 

 ……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  ……決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しております。) 

満期保有目的の債券 

 ……同左 

子会社株式 

 ……同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  ……同左 

 時価のないもの 

  ……移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

  ……同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 ……時価法 

デリバティブ 

 ……同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品…個別法による原価法 商品…同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

    ……定率法 

    なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

    建物及び構築物 ３年～50年 

    器具備品    ３年～20年 

(2) 無形固定資産……定額法 

    なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用……定額法 

(1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

    ……同左 

    同左 

(2) 無形固定資産……同左 

    同左 

(3) 長期前払費用……同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

    ……売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

……同左 

(2) 賞与引当金 

    ……従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額基準によ

り計上しております。 

(2) 賞与引当金 

    ……同左 
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項目 
前事業年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) ポイントサービス引当金 

    ……ゼビオカードによるポイ

ントサービス制度に基づ

き、顧客に付与したポイ

ントの利用に備えるた

め、利用実績率に基づき

将来利用されると見込ま

れる額を計上しておりま

す。 

(3) ポイントサービス引当金 

    ……同左 

(4) 退職給付引当金 

    ……従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差

異(410百万円)について

は、５年による按分額を

特別損失に計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処

理することとしておりま

す。 

(4) 退職給付引当金 

    ……同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

    ……役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上

しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

    ……同左 

(6) 事業整理損失引当金 

    ……旧ゼビー業態の廃止に伴

う損失に備えるため、今

後見込まれる同業態店舗

の閉店に伴う損失見込額

を計上しております。 

(6) 事業整理損失引当金 

……旧ゼビー業態の廃止に伴

う損失に備えるため、今

後見込まれる同業態店舗

の閉店に伴う損失見込額

を計上しております。な

お同業態店舗の閉店に伴

い当事業年度において全

額を取崩しております。 
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(会計処理の変更) 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

項目 
前事業年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

消費税等の処理方法は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の処理方法 

同左 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号）が平成17年３月31日に終了する事業年度に係る

財務諸表からの適用が認められていることに伴い、

当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これにより税引前当期純利益は3,108百

万円減少しております。             

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度
(平成17年３月31日) 

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。 

※１ 授権株式数 普通株式 90,000,000株

発行済株式総数 普通株式 31,940,682株

同左 

※１ 授権株式数 普通株式 90,000,000株

発行済株式総数 普通株式 31,940,682株

２ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は206百

万円であります。 

２ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は295百

万円であります。 

※３ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

968,357株であります。 

※３ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

1,245,389株であります。 
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(損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 25百万円

※１ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 15百万円

災害損失 62百万円

計 78百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

店舗建物 39百万円

店舗構築物 2百万円

店舗器具備品 3百万円

店舗等取壊費用他 2百万円

計 48百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

店舗建物 47百万円

店舗構築物 7百万円

店舗器具備品 4百万円

店舗等取壊費用他 6百万円

計 66百万円

※３ 特別損失のその他の内訳は下記のとおりでありま

す。 

災害損失 24百万円

電話加入権評価損 64百万円

計 89百万円

※３ 特別損失のその他の内訳は下記のとおりでありま

す。 

災害損失 81百万円

――――― ※４ 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

   当社は、各店舗設備単位を資産グループとして

減損会計を適用しております。減損は土地の市

場価額の著しい下落や業績不振等を要因として

おり、各資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,108百

万円）として特別損失に計上いたしました。そ

の内訳は、建物1,153百万円、建物附属設備337

百万円、構築物79百万円、器具備品64百万円、

土地1,388百万円及びその他84百万円でありま

す。 

   なお、資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を5.0％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

営業店舗 店舗設備 
建物及び
土地等 

賃貸店舗等 店舗設備等 
建物及び
土地等 
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(リース取引関係) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

器具備品 6,345 4,527 1,817

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 5,511 3,702 83 1,724

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 697百万円

１年超 1,169百万円

合計 1,867百万円

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 610百万円 

１年超 1,234百万円 

合計 1,844百万円 
リース資産減損勘定
期末残高 

75百万円 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,047百万円

減価償却費相当額 980百万円

支払利息相当額 46百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 807百万円

リース資産減損勘定の
取崩額 

8百万円

減価償却費相当額 748百万円

支払利息相当額 37百万円

減損損失 83百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 3百万円

合計 4百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円 

１年超 2百万円 

合計 3百万円 
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(有価証券関係) 

前事業年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日)及び当事業年度(自平成16年４月１日 至平成17

年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(税効果会計関係) 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度
(平成17年３月31日) 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 101百万円

未払事業税損金不算入額 199百万円

賞与引当金損金不算入額 183百万円

ポイントサービス引当金
損金不算入額 

222百万円

その他 50百万円

合計 757百万円

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 65百万円

未払事業税損金不算入額 144百万円

賞与引当金損金不算入額 178百万円

ポイントサービス引当金
損金不算入額 

265百万円

その他 57百万円

合計 712百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 320百万円

退職給付引当金損金不算入額 325百万円

役員退職慰労引当金損金不算入額 19百万円

事業整理損失引当金損金不算入額 71百万円

減価償却損金算入限度超過額 93百万円

投資有価証券評価損損金不算入額 149百万円

その他 53百万円

合計 1,033百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 146百万円

退職給付引当金損金不算入額 470百万円

役員退職慰労引当金損金不算入額 18百万円

減価償却費損金算入限度超過額 110百万円

投資有価証券評価損損金不算入額 149百万円

減損損失 1,256百万円

その他 46百万円

合計 2,200百万円

繰延税金負債(固定) 

  

有価証券評価差額 140百万円

その他 32百万円

合計 172百万円

繰延税金負債(固定) 

  

その他有価証券評価差額金 137百万円

その他 45百万円

合計 183百万円

繰延税金資産(固定)の純額 860百万円 繰延税金資産(固定)の純額 2,016百万円
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(１株当たり情報) 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,159.99円

１株当たり当期純利益金額 134.22円

１株当たり純資産額 2,219.99円

１株当たり当期純利益金額 108.19円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 108.18円

項目 
前事業年度

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益(百万円) 4,190 3,346 

普通株主に帰属しない金額(百万
円) 

9 9 

(うち利益処分による役員賞与金
（百万円）) 

(9) (9)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,181 3,337 

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,154 30,847 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数の主要な内訳 

 普通株式増加額（千株） ― 2 

（うち新株予約権（千株）） (―) (2)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式によるストック
オプション 
(株式の数 245千株) 
新株予約権方式によるストックオ
プション 
(新株予約権 1,720個) 

――――― 
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(重要な後発事象) 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

――――― 当社は平成17年4月22日付の株式譲渡契約に基づき平成

17年4月28日付で「株式会社ヴィクトリア」の発行済株

式の全株式を取得し同社を子会社といたしました。 

①主旨および目的 首都圏エリアを中心とした店舗

網の獲得及びシナジー効果創出

による販売の拡充と収益基盤の

強化を図るため 

②株式取得先 株式会社ジャフコ他 

③会社名 株式会社ヴィクトリア 

④事業内容 スポーツ用品小売業 

⑤規模 平成16年５月期 

売上高 29,884百万円

営業損失 463百万円

経常損失 944百万円

当期純損失 6,921百万円

総資産 18,458百万円

株主資本 2,715百万円

⑥株式取得日 平成17年4月28日 

⑦取得株式数 34,580株(所有割合100％) 

⑧資金調達 自己資金により賄っておりま

す。 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 ㈱福島銀行 1,716,500 296

㈱幸楽苑 100,386 144

㈱みずほフィナンシャルグループ 148 75

日本電信電話㈱ 122 57

㈱大東銀行 192,000 41

青山商事㈱ 5,703 16

㈱アオキインターナショナル 9,666 13

㈱ヴァリック 30 13

㈱テレビユー福島 200 13

㈱東邦銀行 15,000 7

その他６銘柄 25,330 6

小計 2,065,086 686

計 2,065,086 686

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 満期保有目的の債券 
三井住友銀リース㈱
コマーシャルペーパー 

500 499

小計 500 499

計 500 499
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【有形固定資産等明細表】 

(注) 1. 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

2. 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

3． 「当期減少額」欄の（ ）内の金額（内書き）は、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産 

 建物 19,499 881 
1,634

18,746 10,591 800 8,154
(632)

 構築物 1,773 118 
158

1,733 1,238 86 495
(38)

 車両運搬具 12 3 ― 16 10 1 6

 器具備品 3,027 750 
139

3,638 2,477 374 1,161
(50)

 土地 8,300 ― 
1,580

6,719 ― ― 6,719
(1,388)

 建設仮勘定 16 2,383 2,033 366 ― ― 366

有形固定資産計 32,631 4,137 
5,546

(2,109)
31,221 14,317 1,262 16,904

無形固定資産 

 ソフトウェア 835 67 ― 902 619 161 283

 電話加入権 9 0 ― 9 ― ― 9

無形固定資産計 844 68 ― 912 619 161 293

長期前払費用 1,002 233 
―

(―)
1,235 264 65 971

資産の種類 
建物

(百万円) 
構築物
(百万円) 

器具備品
(百万円) 

建設仮勘定 
(百万円) 

合計
(百万円) 

店舗投資による増加 868 117 735 2,315 4,037 

資産の種類 
建物

(百万円) 
構築物
(百万円) 

器具備品
(百万円) 

土地 
(百万円) 

合計
(百万円) 

店舗退店に伴う除却 128 25 5 ― 159 

賃貸不動産への振替 831 74 62 192 1,161 
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【資本金等明細表】 

(注) 1. 当期末における自己株式は、1,245,389株であります。 

2. 当期増加額は、自己株式の処分によるものであります。 

3. 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

(注) 1. 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額には、一般債権の洗替による戻入額が含まれております。 

2. 事業整理損失引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、旧ゼビー業態の店舗を全て閉店したことによる取

崩額であります。  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 15,935 ― ― 15,935

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注)１ (株) (31,940,682) (―) (―) (31,940,682)

普通株式 (百万円) 15,935 ― ― 15,935

計 (株) (31,940,682) (―) (―) (31,940,682)

計 (百万円) 15,935 ― ― 15,935

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 15,887 ― ― 15,887

合併差益 (百万円) 19 ― ― 19

(その他資本剰余金) 
自己株式処分差益 
(注)２ 

(百万円) 8 83 ― 91

計 (百万円) 15,915 83 ― 15,999

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 802 ― ― 802

(任意積立金) 
別途積立金 (注)３ 

(百万円) 31,650 2,700 ― 34,350

計 (百万円) 32,452 2,700 ― 35,152

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

貸倒引当金 900 154 ― 434 620

賞与引当金 453 441 453 ― 441

ポイントサービス 
引当金 

551 656 551 ― 656

役員退職慰労引当金 47 5 7 ― 46

事業整理損失引当金 177 ― 71 106 ―
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 現金及び預金 

２ 売掛金 

  相手先別内訳 

  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

区分 金額(百万円) 

現金 281

預金 

普通預金 8,999

定期預金 19,500

計 28,499

合計 28,781

相手先 金額(百万円) 

㈱ジャックス 312

㈱東邦カード 190

(協)日本専門店会連盟 124

㈱東邦クレジットサービス 119

日本信販㈱ 95

その他 970

合計 1,812

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％) 
(Ｃ)

×100 
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２ 
(Ｂ) 
365 

1,750 27,371 27,308 1,812 93.8 23.8
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３ 商品 

４ 差入保証金 

５ 敷金 

区分 金額(百万円) 

スポーツ用品・用具 19,415

メンズ・ビジネス衣料 650

メンズ・カジュアル衣料 599

レディス・カジュアル衣料 730

その他 515

合計 21,911

区分 金額(百万円) 

営業店舗 9,006

その他 674

合計 9,681

区分 金額(百万円) 

営業店舗 6,084

独身寮及び社宅 68

その他 891

合計 7,044
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６ 支払手形 

  相手先別内訳 

  期日別内訳 

相手先 金額(百万円) 

アディダスジャパン㈱ 884

サロモン＆テーラメイド㈱ 503

㈱ＤＮＰ東北 158

㈱朝日サービス 129

㈱宮城読売サービス 88

その他 572

合計 2,337

期日 金額(百万円) 

平成17年４月満期 1,053

  〃  ５月 〃  827

  〃  ６月 〃  359

  〃  ７月 〃 92

  〃  ８月 〃 3

合計 2,337
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７ 支払信託 

  期日別内訳 

８ 買掛金 

相手先 金額(百万円) 

ゼット㈱ 1,320

㈱トーメン 1,259

㈱ナイキジャパン 916

㈱アシックス 853

美津濃㈱ 834

その他 7,721

合計 12,906

期日 金額(百万円) 

平成17年４月満期 4,858

  〃  ５月 〃  3,882

  〃  ６月 〃  2,224

  〃  ７月 〃 1,913

  〃  ８月 〃 28

合計 12,906

相手先 金額(百万円) 

アディダスジャパン㈱ 553

㈱ナイキジャパン 485

美津濃㈱ 464

㈱アシックス 369

ゼット㈱ 323

その他 3,496

合計 5,693
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(3) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.xebio.co.jp/) 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヵ月以内

基準日 ３月31日 

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え 

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 本店 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 

  取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 50円に印紙税相当額を加算した金額

単元未満株式の買取り 

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 本店 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 

  取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 日本経済新聞 (注) 

株主に対する特典 

毎年３月末日、９月末日現在の株主に下記の基準により、当社の全店舗に共通して利

用できる「株主特別優待券」を贈呈する。 

100株～999株保有する株主………10％割引券５枚 

1,000株以上保有する株主 ………10％割引券10枚 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第32期) 
自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

平成16年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第33期中) 
自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

平成16年12月10日 

関東財務局長に提出。 

(3)  臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号（特定子会社の異動 

）の規定に基づくもの 

平成17年４月28日 

関東財務局長に提出。 

(4)  自己株券買付状況報告書 

報告期間 
(自 平成16年３月１日 

至 平成16年３月31日)
平成16年４月２日 

報告期間 
(自 平成16年４月１日 

至 平成16年４月30日)
平成16年５月14日 

報告期間 
(自 平成16年５月１日 

至 平成16年５月31日)
平成16年６月８日 

報告期間 
(自 平成16年６月１日 

至 平成16年６月29日)
平成16年７月２日 

報告期間 
(自 平成16年８月１日 

至 平成16年８月31日)
平成16年９月13日 

報告期間 
(自 平成16年９月１日 

至 平成16年９月30日)
平成16年10月６日 

報告期間 
(自 平成16年10月１日 

至 平成16年10月31日)
平成16年11月８日 

報告期間 
(自 平成16年11月１日 

至 平成16年11月30日)
平成16年12月６日 

報告期間 
(自 平成16年12月１日 

至 平成16年12月31日)
平成17年１月14日 

報告期間 
(自 平成17年１月１日 

至 平成17年１月31日)
平成17年２月10日 

報告期間 
(自 平成17年２月１日 

至 平成17年２月28日)
平成17年３月10日 

報告期間 
(自 平成17年３月１日 

至 平成17年３月31日)
平成17年４月８日 

報告期間 
(自 平成17年４月１日 

至 平成17年４月30日)
平成17年５月12日 

報告期間 
(自 平成17年５月１日 

至 平成17年５月31日)
平成17年６月10日 

関東財務局長に提出。 

(5) 自己株券買付状況報告
書の訂正報告書 

平成17年１月14日提出の自己株券
買付状況報告書に係る訂正報告書 

平成17年２月10日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

ゼビオ株式会社 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているゼビオ株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ゼビオ株式会社及び連結子会社の平成１６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

平成１６年６月２９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ

代表社員
関与社員

公認会計士  手  塚  仙  夫  ? 

代表社員
関与社員

公認会計士  宮  坂  泰  行  ? 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。 

2005-6-29
ゼビオ株式会社(431142)
有価証券報告書



平成１７年６月２９日

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているゼビオ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ゼビオ株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年４月２２日付の株式譲渡契約に基づき平成

１７年４月２８日付で株式会社ヴィクトリアの発行済株式の全株式を取得し同社を子会社とした。 

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度

から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、この会計基準により連結財務諸表を作成してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

独立監査人の監査報告書

ゼ ビ オ 株 式 会 社 

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ  ツ

指定社員

 

業務執行社員

公認会計士

 

手 塚 仙 夫

 

?

 

指定社員

 

業務執行社員

公認会計士

 

宮 坂 泰 行

 

?

 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報

告書提出会社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

ゼビオ株式会社 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているゼビオ株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第３２期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ゼビオ株式会社の平成１６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

平成１６年６月２９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ

代表社員
関与社員

公認会計士  手  塚  仙  夫  ? 

代表社員
関与社員

公認会計士  宮  坂  泰  行  ? 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。 
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平成１７年６月２９日

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているゼビオ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３３期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ゼビオ株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年４月２２日付の株式譲渡契約に基づき平成

１７年４月２８日付で株式会社ヴィクトリアの発行済株式の全株式を取得し同社を子会社とした。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、この会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

独立監査人の監査報告書

ゼ ビ オ 株 式 会 社 

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ  ツ

指定社員

 

業務執行社員

公認会計士

 

手 塚 仙 夫

 

?

 

指定社員

 

業務執行社員

公認会計士

 

宮 坂 泰 行

 

?

 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報

告書提出会社)が別途保管しております。 

2005-6-29
ゼビオ株式会社(431142)
有価証券報告書


